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フランス鉄道経営の史的分析
一北部会杜の事例を中心に一
原　　　輝　史
は　じ　め　に
　本稿の課題は，フラソスにおげる鉄遣経営の史的分析を北部鉄道会杜の事例
を中心として展開することである。u1本稿の主要な関心はまず第1に既存の競
合的輸送手段であった運河輸送や，新輸送手段として成立してきた自動車輸送
との関連に留意しつつ，鉄道運賃の動向を，独占と競争の視点から検討するこ
とである。第2の関心は北部会杜が支払った生産諾費用，特に鉄道資材価格の
動向を分析することにより，鉄遣資材市場における需給構造を解明することで
あ私そして，第3の関心は，北部会杜の経営老が，不断に節減しようとした
経営費（特に労賃部分）の歴史を検討することにより，利潤の資本と労働への
分配という視点から両者の対立関係の1部を浮き彫りにすることである。この
3点の分析視角を背後で統一する問題意識は，鉄道産業および鉄道関連産業に
おける寡占体制，地域独占体制の成立と展開が及ぽす経済的影響を検討するこ
とであり，それは，フラソス金融資本成立期における企業経営の変容を鉄道産
業をその事例として具体的に研究することでもある。②
　本稿では，まず，「鉄道建設とフランス経済」が前提として考察されたのち，
北部会杜の経営が，「創設期，184ト1867」，「疾風怒濤期，1867－1883」，「集
約経営制度，1883－1914」および「国有化への道，1914－1937」の4期に時期
区分して検討されるであろう。
注（1）　ここで我々が，北都鉄道会杜の事例を取りあげた第ユの理由は，この会杜力；フラ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　52？
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　ソスの代表的な金融業者ロヅチルド家の支配下にあり，パリと北仏工業地帯を繕ぶ
　路線，更に，イギリス，ベルギー，ドイツなどとを連結する経営的価値の高い路線
　を所右していたので，この会杜が，フランスの最も重要な鉄道会杜のひとつと考え
　られるからである。第2の理由は，近年FranCois　Caronによりこの北部会杜に就
　いて一違の研究が発表されていることである。F－Caf0nの研究は下記のとおりで
　あるが，特に本稿作成にあたり稗益するところが犬きかったその学位論文（Frangois
　Caron，1五∫まoかε∂21’脇μo赤”κo〃♂刎物8〃〃6κ∫勿〃；　1”　Co〃ψαg〃2　∂〃‘乃舳加
　励カグ励肋肋1846－1937，Paris，197｝一以下C蝸duNordと略称一）は，
　フランス経済史学界の泰斗C．一E．Labrousseをして「フラソソワ・キャロソの前に
　鉄道史なく，フラソソワ・キャロソのあとに鉄道史なし」（COl10quesInternatiOnaux
　du　C－N－R－S。，ム’肋伽∫まガα〃5切肋〃肋亙〃”oμ伽X1X8血あ13，Lyon，1970，p．263）
　と嘆賞させた労作である。
　　Fra皿Cois　Caron，La　Compagnie　du　Nord　et　ses　foumisseurs，1845－1848，
　地伽θ肋ハb幼No179，Lille，1963；Les　commandes　des　Compagnies　de
　chemins　de　fer　en　France　de1850註1914，1～ω挑8　♂1刀∫まoか召　d召；αSξd6r眺γg地，
　No3，Nancy，1965；Essai　d’analyse　historique　d’une　psychoIogie　du　travai1，
　工2”b吻舳召〃5oぬ1，No50，Paris，1965；Le　r61e　des　compagnies　des　chemin
　de　fer　en　France　dans　l’introduction　et　la　di舐usion　du　proc6d6Bessemer，
　Colloques　Internationaux　du　C．N，R．S．，∬λc％ξ5励o勉伽∫ま㏄ゐ閉｛口脇∫力αク1ω
　ヵη3刎〃一”肋肋灼，Pont－A－Mousson，1970；Recherches　sur　le　capita1des
　voies　de　communication　en　France　au　XIXe　siさcle，Colloques　Internationaux
　du　C．N二R．S一，五’肋∂洲エ〃α肱αカo吻肋五刎〃μα〃X1X‘血εo12，Lyon，1970；H葺∫fo加2
幽8幼肋励0捌∂’舳g刎〃㈱伽，1αω妙α細〃“加〃〃ゐ力r肋地幼
　1846－1937，Paris，1973；La　grさve　des　cheminots　de1910，Hommage主Emest
　Labrousse，Co勿o〃o伽伽〃6oo〃o刎勿刎3，∫ま〃κ肋焔∫506”1θ∫，Pads，1974；Ilユvest－
ment　strategy　in　France，亘一Dae血s　et　H．Van　der　Wee（ed一），τ加桃θψ
　刎α〃αg2ガ”1α；が勉κ舳，Louvain，1974．
12）　フラソス金融資本に関する研究は，極めて立ち遅れており，今後のフラソス経済
　史研究の重要な課題となろ㌦本稿では，個別鉄道経営における経営システムの変
　容を具体的に検討することカミ，逆に，工9世紀末から20世紀初頭にかけてのフラソス
　資本主義の構造的変貌を理解するための1予備作業となることを期待している。
I　鉄道建設とフランス経済
第1図は，J、一C．Toutainの研究ωにより国内貨物輸送の輸送手段別動向を
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　　　〔出典〕　J。・C．Toutain，1二ω〃α郷ヵo〃3肋ハ榊〃ω此1830δ1965．1967，
　　　　　P．251．
図示するものであ孔当図によれば・1840年代に本格的に開始した鉄道輸送は，
急速にその重要性を増大し1860年代以降，道路，運河・河川，海上輸送などの
既存の輸送手段による貨物輸送量を邊かに凌駕するが，1930年代より輸送量の
伸びは鈍化し，この時点以降自動車輸送との競合問題が発生するのである。こ
の鉄道の年代別建設状態を幹線についてまとめたのが第1表｛到である。この表
を一瞥すると・1828年から1938年までの聞に，3度の大規模な鉄道建設期が存
在するのがわか乱最初の鉄道建設のピークは，1855年以降，第2帝制期にお
いてであり，この時期には籏生していた小鉄道会杜が集中・合併を重ね，6大私
鉄による地域独占体制が，一到1857年に成立している。第2帝制の崩壊とともに
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第1表鉄道経営キロメートル（1828－1938）
年次平瞥営年鷺加年次平管営年驚加年次平瞥営年驚加
1828　　　　　　4　　　　　　　　　ヱ871　　15．632　　　　　88　　ユ903　　39，105　　　　558
ユ83ユ　　　　　3ユ　　　　　　9　　1872　　17・438　　　ユ・806　　ユ904　　39・363　　　　　258
ユ841　　　　499　　　　　47　　1873　　ユ8，工39　　　　70ユ　　1905　　39．607　　　　244
ユ842　　　　　564　　　　　　65　　1874　　18．744　　　　　605　　1906　　39．775　　　　　168
ユ843　　　　　743　　　　　　79　　1875　　ユ9．357　　　　　613　　ユ907　　39．963　　　　　188
ユ844　　　　　822　　　　　79　　1876　　20．034　　　　　677　　ユ908　　40，ユ86　　　　　223
ユ845　　　　　875　　　　　53　　1877　　20．534　　　　　500　　ユ909　　40．285　　　　　　99
ユ846　　　1．049　　　　　174　　1878　　2工，435　　　　　901　　1910　　40．484　　　　　199
1847　　　1．511　　　　　462　　1879　　22．249　　　　　804　　ユ911　　40，635　　　　　ユ51
1848　　　2，O04　　　　　493　　ユ880　　23．089　　　　　840　　19ユ2　　40．838　　　　　203
1849　　　2．467　　　　463　　1881　　24，249　　　ユ，160　　19ユ3　　40，770　　　－　68
1950　　　2．915　　　　　448　　1882　　25．576　　　1．327　　1921　　43．239　　　2．469
1851　　3．248　　　　333　　1883　　26．692　　　1，ユ16　　ユ922　　43，29ユ　　　　　52
工852　　　3．654　　　　406　　1884　　28．722　　　2．030　　1923　　43．377　　　　　86
1853　　　3．954　　　　300　　1885　　29．839　　　1．117　　1924　　43，358　　　－　19
1854　　　4．315　　　　361　　1886　　30．696　　　　857　　1925　　43．472　　　　114
1855　　　5．037　　　　　722　　1887　　31．446　　　　　750　　1926　　43．532　　　　　60
1856　　　5．852　　　　815　　1888　　32．128　　　　682　　1927　　43．564　　　　　32
ユ857　　　6．868　　　1．016　　1889　　32．914　　　　　786　　1928　　43．586　　　　　22
工858　　8．094　　　1．226　　1890　　33．280　　　　366　　1929　　43．724　　　　138
1859　　　8．840　　　　　746　　ユ891　　33．878　　　　　598　　1930　　43．850　　　　　120
1960　　　9．167　　　　327　　ユ892　　34．881　　　1．003　　1931　　43．955　　　　　105
ユ86ユ　　　9・626　　　　459　　1893　　35．350　　　　469　　ユ932　　44・001　　　　　46
1862　　10．522　　　　　896　　ユ894　　35．971　　　　　621　　工933　　44．086　　　　　85
1863　　11．533　　　1，011　　ユ895　　36．240　　　　269　　1934　　44，03ユ　　　ー　55
ユ864　　ユ2．362　　　　729　　ユ896　　36．472　　　　232　　ユ935　　44．088　　　　　57
ユ865　　13．227　　　　865　　ユ897　　36．934　　　　462　　ユ936　　44，077　　　一　ユユ
欝11：；ll工，1l；1l；；；l1l；1鶏1…／ll1；1；・・
1868　　15・855　　　　　855　　ユ900　　38・I09　　　　　6ユ5　　ユ938　　42・6ユ2　　　　　　3
1869　　16．465　　　　　610　　190ヱ　　38，274　　　　　ユ65
1970　　ユ5，544　　　－921　　ユ902　　38．547　　　　　273
〔出典〕J．一C．Toutain，励∂．，p－1仏。
鉄道建設のリズムは緩慢となり1873年以降発生した世界的な「大不況」期には，
フラソスの鉄道建設も停滞するが，フラソス国家の不況対策としての公共土木
事業計画，プラソ・フレシネ（1878－82年）ωの効果が，1881年以降あらわれ，
ここに第2の鉄道建設ブームが再来する。このブームは1885年まで続くが，そ
れは1883年に新路線建設促進のため国家と6犬私鉄間に締結された7レシネ協
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第2図フラソス国内鉄道投資の動向
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　（注）　1）地方鉄道投資を除く。　2）単位は100万フラソ。
　〔出典〕F．Caro口，I■es　com血andes　des　compag皿ies　de　cbe加indeferenFra口ce
　　　de1850主1914，Rω脇∂’〃∫肋焔幽1α56老閉惚ξ2，tome　VI，1965，p，140．
定（Les　Conventions　Freycinet）㈲が鉄道建設を促進したからでもある。第
3の鉄道建設期は，1921年である。この年
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第2表　工業生産に占めるには・第1次世界大戦中の国家による鉄道　　　　　　　鉄道投資の割合
管理体制の経験を経て，国家と鉄道会杜間
に1921年協定6］が成立し，この新鉄道制度
のもとで，戦争中に破壌された鉄道の再建
が大規模に行なわれたのである。
　この鉄遣建設のリズムを鉄道投資の動き
と比較するためには，第2図が参考とな
る。ωこの図における高投資期，即ち，
1852→7年および180H5年は，第1表の
鉄道建設期のブームと一致している。だが
1907－13年の高投資期には，それに対応す
る鉄道建設が行なわれていないが，これは
当期の投資が，主要幹線の修復，機関車・
鉄道粗投資鉄道純投資
％ ％
1825一一18340．036
1835－1844O．56 O．54
1845－18542．71 2．52
1855－18645．50 4．80
1865－18743．85 2，86
工875一工8845．27 3．72
188トユ894 ．39 2．93
ユ895一ユ9044．41 2．86
1904－19ユ34．58 3．14
〔出英〕　F，Caron，Recberches　sur
　　le　capital　des　voies　de　com・
　　munication　en　France　au
　　XIXo　siきcle，C．N．R．S．，
　　工’1〃〃sま地〃醐伽〃例E〃刎卿
　　””　X1X｛　5～o1ら　1970，　p－240
　　　より作成。
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　　　　　　第3表　鉄道投資と付加価値形成
ユ．184三←1854年期　　　　　　　　　　　5．1885－1894年平
年平均投資 付加価値に
額単位 対する比率1，OOOフラソ ％
製　鉄　業 27．264工
機械工業 25．7 9．1原料採敢業 8．7758．2
林　　業 11．82 2．8建築・公共土木業 83．36 4．9
隼平均投資 付加価値に
額単位 対する比率1，000フラ：／ ％
製　　鉄　　業 5工．6 33．7
機械工業 71．4 8．6原料採取業 2ユ．9 工8．4
林　　　　業 24．6 2
建築・公共土木業 117．3 7．7
■
2．　　1855一一1864令…莫回 6．1895－1904年期
製　　鉄　　業
機械工業原料採敢業
林　　　　業
建築・公共土木業
64，2
62，5
15．37
13．76
工83．71
55
12，8
25．2
2．2
7．7
製　　鉄　　業
機械工業原料採取業
林　　　　業
建築・公共土木業
57．13
137．36
24．23
28．ユ5
123．76
24，7
10，4
16．6
2，6
8．1
3．1865－1874年期 7．1905－1914年期
製　　鉄　　業
機械工業原料採取業
林　　　　業
建築・公共土木業
53．工0
47．47
14．88
14．07
125．97
38．2
7．34
24
1．8
5．7
製　　鉄　　業
機械工業原料採敢業
林　　　　業
建築・公共土木業
78．34
193．76
33．13
37．11
193．56
20．8
9，8
20．3
4．2
9．4
4．工875－1884年期
製　鉄　　業
機械工業原料採取業
林　　　　業
建築・公共土木業
66，2
83，5
20．98
20．64
161．60
39．工
9，4
20．3
2．2
8．7
（注）　189ト1904年期以降は，地方鉄
　道投資及び市電による投資をも含
　む。
〔出典〕　F・Caron，励攻，pp・245446
　　より作成旬
車覇の買替など取替投資を主体とLていたからである。18〕
次に，この鉄道投資がフランス経済，特に鉄道関連産業に与えた影響を確認L
ておく必要がある。工業生産に占める鉄道投資の比率を第2麦到によって検討
532
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すると，粗投資でみた鉄道投資は，鉄道建設期でもある1855－64年および1875
－84年には，各々5劣台の水準を保持しているが，1885年以降は，この比率は
4劣台に下落している。純投資に関しても，同様の傾向が指摘できる。続いて，
第3表ωは鉄道関連産業の付加価値形成に対する鉄道投資の比率を時代別に表
示したものである。この表により確認できることは，鉄道投資が関連産業の付
加価値形成に大きな貢献をしており，しかもそれが長期に亘る継続性を示して
いることである。また鉄道投資が，良質で安価な鉄鋼製品を開発する技術革新
の誘因となったことも無視することはできない。ω各産業別に考察を進めると，
製鉄業の付加価値形成に対する鉄道投資の比率は，19世紀を通じて絶えず30％
台を越える重要性を示しており，特に185H4年には，その率は55％にまでも
上昇しているが，この時期にはフランス製鉄業の構造的変化がみられたのであ
る。固機械工業に対する鉄道投資の影響は，それ程大きなものではない。何故
なら，機関車，レール等を製造していたフランスの機械製作業者が，鉄道建設
の第1のピークが終了した1860年代以降鉄道需要が不安定とたったので，鉄遣
資材生産に専門化する事例は，殆んどみられ在かったからである。㈲これに対
して，砂利採取を中心とした原料採取産業への鉄道投資の貢献は注目に値す
る。この砂利採敢や河川の凌漢は，土建業の出発点として無視することの出来
ない，杜会的及び経済的影響をもっていたのである。林業の付加価値形成に対
する鉄道投資のしめる比率は僅少ではあるが，枕木生産たどが製材業の付加価
値形成に貢献Lた割合は，1845－54年の14．6％から，1875－84年の26．4％をへ
て，1885－94年には31．5％にも達したのち，190ト13年には25．2％を記録して
いる。最後の建築業および公共土木業に対する影響は，この表ではやや過小評
価されている傾向があり，実際には，その継続性および量的重要性において，
製鉄業に対する影響に勝るとも劣らぬ重要性をもっていたといえる。要するに，
鉄道建設がフラソス経済に与えた重要性は，鉄道建設を工業化のリーディソグ
・セクターとする見解と，その役割を無視するか，または農業機械製造業の役
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　533
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割を重視する見解との両者の丁度中間的立場にあったと言えよう。幽それ故も
しフラソスが，自力で鉄遺建設を遂行していなかったなら，その工業化は遅延
したであろうから，フラソスにおける鉄道建設は，近代的製鉄業出現のための
従ってまた，産業革命推進のための本質的な要素のひとつだったのである。胸
　フラソス鉄道業におげる地域独占は，国家による主要建設路線の策定の結果，
事実上の独占（monoPo1e　de　faits）として自然発生的に形成されたものである
が，Pau1Cauwさsによれば，当産業においては，次の2つの理由から競争の
存続が困難なのである。第1の理由ぼ，鉄道企業間におげる競争は公益を利す
るよりも，それを害する場合が多いからであり，第2には，鉄道業において
は，長期に亘る競争の有効た作用が不可能だからである。的ところで，フラソ
スにおげる最初の鉄道は，1823年6月26目に，Andr6zie岨一St．Etieme間に
認可され，これ以降新輸送手段の建設が開始され，1838年には，国家による独
占的鉄道建設案が議会に提出されるが，この政府案は議会の反対により，大差
で否決されたのである。ω1839年8月20目に，公共土木事業大臣，Dufaureに
よって，フランスに導入すべき鉄道制度を検討するため委員会が組織され，12
名のメンバーからたるこの委員会が，フランスの鉄遣憲章とも呼ばれる1842年
法の原則を確立したのである。当委員会においては，国家による独占的鉄道建
設案，私企業による競争的建設案が各々検討されたが，最終的には，両老の協
力的参加による建設方針が原則として採用されたのである。胸体系的なフラソ
ス鉄道建設の出発点となった1842年法胸の成立以来，鉄道建設の認可申請数は
急増し，多数の小鉄道会杜が競って設立されたが，1851年には，Francis　Laur
が“理想的トラスト”と呼んだところの「パリ環状線シソジケート」（Le
Syndicat　des　chemins　de　fer　de　ceinture　de　Paris）勧さえ形成されるよう
にたったのである。1852年には，“馬上のサソ・シモソ”，ナポレオソ3世によ
る積極的な「12月2目の経済政策」の一環として，全国の鉄道路線の統一化を
計るため，小鉄道会杜の吸収・合併運動が，政府の合併奨励策のもとで展開され
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始める。㈲1857年には，中部犬鉄道（Le　Grand　Centra1）が，分割，吸収さ
れ，働同年7月にParis・Lyon鉄道とLyon－M鮒terran6e鉄道の合併により
P．L．M．杜が成立したので，ここに1852年以来の吸収合併運動はその頂点に達
L，1846年に33を数えた鉄道会杜は，1855年に24杜に減少し，1857年のこの合
併により，6大私鉄による1地域1会杜の経営体制が確立Lたのである。㈲こ
の地域独占体制は，当時の鉄道技師Krantzにより，大鉄道会杜のr巨大封土
支配」と批判されたが，凶国家は成立した当体制こ容認と援助を与えるため，
1859年6大私鉄との閻にフラ：■クヴィル協定（LesConventionsFranquevi1le）㈲
を締結したのである。1878年5月18日法により，2地方私鉄（C脆des　Charen－
tes及びCie　de　la　Vend6e）の買戻Lが決定され，一方では国有鉄道の萌芽が
形成されるが，他方では，1883年のフレシネ協定が6大私鉄への保護政策強化
の外皮のもとで，国家の私鉄経営への事実上の介入を強化したのである。第1
次世界大戦後成立した1921年協定は，国鉄と私鉄の両路線を含む経営及び財務
上の連帯性原貝顯を確立することにより，“一種の巨大な国有鉄道網”鯛を成立さ
せたので，鉄道業におげる集中化への歩みは，更に一歩前進することとなった。
この1921年協定の追加条項が，1933年7月8帥こ，政府と私鉄会杜問で承認さ
れ，両者の技術的，財政的および経営的関係の強化を通じて，国家の私鉄会杜
への統制が更に強められることとなったのである。吻このように弾みのついた
国有化への動きは，1936年のブルム内閣の誕生により新局面をむかえ，1937年
8月31日法は，国有鉄道，パリ環状線及び本稿がこれから分析対象とするr北
部鉄道会杜」（La　Compagnie　du　Chemin　de　Fer　du　Nord）を含む私鉄各杜
を統合して，フラソス国有鉄道を成立させたのである。
注（1）J、・C．Toutain，五ω物〃功o循㎝〃囮舳ゐ1830δ1965，paris，1967，p．251。
　（2）　J、一C．Toutain，必泌，P・144・
　（3）6犬私鉄とは，バリを中心に放射線状に次の6方向に路線を伸ばす鉄遣会杜のこ
　　とである。即ち，東部鉄道（パリーアルザス・ロレーヌおよびドイツ国境），西部
　　鉄道（パリーシェルブール・ナソトおよび大西洋諸港），南部鉄道（パリーボルド
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　一・ツールーズおよびスベイン国境），北部鉄遣（バリー叩一ルおよび英仏海峡諸
　港とベルギー国境），オルレアソ鉄道（バリーオルレアソ），P・L・M・鉄遣（パリ
　ーリヨソー地中海およびスイス・イタリア国境）の6杜である。
（4）プラソ・フレシネについては，YasuoGonjo，Le　P1an　Freycinet，1878一・1882，
　un　aspect　de　la　grande　d6pressio皿6cono！nique　en　France，五〃脇〃5サo〆4〃3，
　juiuet－septembre，1972参照。
（5）このフレシネ協定は，ユ883年に国家と6犬私鉄間に，プラソ・フレシネによる鉄
　道建設計画を促進するため締結されたものである。この協定により，国家が新路線
　の建設費の％を負担すること，禾u子保証最低額を引き上げ，全路線を対象とするこ
　と，新たに株式配当の最低保証（6～10劣）を実施することなどが規定され・新路
　線建設のため国家が鉄道会杜側に大幅な授助を保証Lたものである（堀田和宏「フ
　ラソス公企業の成立」ミネルヴァ書房，1974年，101頁参照）。なおこの協定は，別
　名Rayna1協定とも呼ばれるが，公共土木事業大臣Raynalによる当法案の提案理
　由説明演説および関連議会討論については，Fエancis　Laur，亙∫s”㍑o㎝刎㎝勿伽伽
　8㏄cψα惚刎舳ま，tome皿，paris，1g05，pp・85－93参照。
（⑤　この1921年協定は，第1次犬戦中の鉄道の国家管理体制の経験から，地域独占的
　な個別経営の枠をこえた全国的管理機関を設置して，各私鉄間の経営の調整と財務
　の違帯を計ろうとしたものである。まず経営の調整に関しては，犬鉄道会杜の代表
　老の構成する運営委員会（LeCOmit6de　Direction）と鉄道上級審議会（LeCOnsei1
　Sup細e岨desCheminsdeFer）が設置された。この運営委員会は，各鉄道会杜の
　代表21名を中心に構成されており，料金改定，労働条件，および技術的諸問題を各
　杜共同で処理することを目的としており，鉄道上級審議会は鉄道と国民の一般的利
　益を調整するための諮問機関として設立されたものである。財務の連帯に就いては，
　各個別鉄道企業の収支適合の原則は容認しつつも，共同基金制度（Institution　du
　fondsco㎜mun）を創設し，ここに各杜の剰余金の1部をプールして，黒字会杜が
　赤字会社を援助する原貝日を確立Lたのである。この共同基金制度の合理的運用を計
　るため，料金引上制度と奨励金割度とが補足的に設置されている（堀田和宏，前掲
　書，106～112頁参照）。なお，ここで本稿との関連から特に注目すべきことは，D．
　Lazardの述べているように（Didier　Lazard，Z召∫例ま閉娩あo刎〃勿〃郷伽クo曲∫
　例ω肋o〃腕5切り’亙肋，Paris，1937，P，45，PP．66－68），この財務の連帯性が私
　鉄と国鉄の両老に適用されたことにより，両老の財務的関係が強化され，“一種の巨
　大な国右鉄道網”（ulユe　sorte　de駆and工6seau　national）が形成されたことであ
　る。1921年協定については，更に次の文献を参照。MarcChardot，〃むo1肋o肋5o〃
　力物α〃α彦π召d2sα∂刎｛挽ゐ伽口由b物∫φ刎あ1勿刎召s2f6召s3惚まψ〆s彦s力〆〃6色s，pads，1928，pp．
　27＿30一；C．Colson，Co刎κ∂’6ω地o刎加クo””σπ2，livre　sixiさme，Pa㎡s，1929，pp．
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　490＿501．
（7）Franεois　Caron，Les　com皿andes　des　compagnies　de　chemins　de　fer　en
　France　de1850きユ914，1～2砂〃24’乃ゐfo｛72∂21”s｛d6伽卿色No．3．1965，P．140．
（8）　Louis　Brocard，11〃g榊8s2刎6伽〃刎卿迄ヵα〃gαゐ彦勿κ刎o〃砂肋％励6θヵ瓜伽
　1890δ1913，Paris，1923，p．146．
（g）　Frangois　Ca1＝olユ，Recherches　sur　le　capital　des　voies　de　co】〕〕mu皿ication　en
　France　au　XIXe　siさc1e，Colloques　intemationaux　du　C．N．R．S。，工’〃励s肋切〃sα一
　あo弼例E〃拓ψ3”〃X1X苫血あ12，Lyo皿，ユ970，p．240。
⑩　FranCois　Caron，％壬〆，pp．245446。
⑩　イギリスから新製鋼技術，ベソセマー法をフラソスヘ導入するにあたり，フラソ
　スの鉄道会杜，特に北部会杜の演じた役割の重要性については，既にFranGOis
　Caro皿によって研究されている。彼は，1859年にLesJacksonImphyによって導
　入されたベソセマー法が，フラソスの技師達により，硫黄や燐酸を含有するフラソ
　スの鉄鉱石に適応するよう即座に技術的改良を加えられたこと，また鋼レールなど
　の主要な顧客である鉄道会杜の厳格な技術的要求が，この導入技術をさらに発展・
　普及させ，それがコストの低下を招来したことを指摘している。また，1864年に北
　部会杜の技師が「イギリスの製鋼技術は，フラソスのPetinやGaudetのそれよ
　り邊かに劣る」と述ぺた点を引用し，北部会社のイギリスヘのレール注文は，決し
　て多くはたかったことを明らかにしている。F．CarOnのこの見解は，フランス経
　済のダイナミソクな側面を掘り起こそうとする，最近のフランス経済史学界の新鮮
　な息吹を伝えるものである。Franεois　Caron，Le　r61e　des　compag口ies　de　chemi皿
　de　fer　en　France　dans　l’introduction　et　la　di舳sion　du　proc6d6Bessemer，
　Co1工oques　internationaux　du　C－N二R－S。，1二’λη加血’わ”6ωまκ伽2主ψ〃螂力”71εs力αツ8
　榊〃一伽肋αま伽姑，Pont－A－Mousson，1970，pp．563＿573．
⑫　第2帝割中期の製鋼技術の急速な発展が・製銭業の構造的変化の出発点となった。
　当期問に，製鉄業はフラソスの主導産業の一つとなり，その発展がフラソスエ業お
　よびフラソス経済全体の成長を支えたのである。B．Gine，〃蝪彦刎卿たヵ伽g挑2
　α〃X11Xεdεc12，Paris，1968，p．45一
⑬　例えば，工846年に北部会社によって創設された鉄道資材会杜Entreprise　GOuin
　－BatignOlles杜の前身一は，1868年以降鉄道会杜からの注文が不規則となったの
　で製品の多角化を計り，1887年より鉄製建築用材を，また1891年には風章用粉砕機
　を製作し，工898年には，新たに商業べ一スで生産され始めた自動車の車体製造を開
　始している。FranCois　Caron，Lescommandes　desco皿pagnies　deche㎜ins
　de　fer　e口Fra口ce　de1850主1914，必姐，pp，16ト170．また，鉄道資材生産会杜
　が，「犬不況」期以降その製品を多角化していく同様の事例がFiマe・Lille杜の場合
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　について，F工anCois　Crouzetによって報告されている。F．Crouzet，〃％醐サ伽
　児威〃〃s㈹〃伽倣：A〃㈱免脇φ脇〆惚力榊伽励gチ伽“α吻彦1）ψ〃∫血㎝”
　””功ま2η　1976　（dacty1ographi6）一
⑭　Frangois　Caron，Recherches　sur　le　capitaI　des　voies　de　commu口ication　e皿
　Fran㏄au　XIXe　siさcIe，あ姐，pp．247＿248．
⑮　綿業部門を中心に産業革命を推進したイギリスの場合と異なり，フラソスの場合
　には，「鉄道建設」ブームの影響により，綿業と並んで重工業部門が産業革命推進
　の原動力となった。この点については遠藤輝明「7ランス産業革命の展開過程」
　（高橋幸八郎編『産業箪命の研究』昭和42年，岩波書店，125～128頁）参照。
⑯　Paul　Cauwさsは次のように述べている。競争路線が存在すると仮定した場合，
　競争会杜は，競争に打ち勝つため過犬な固定資本投資を行なうので，その埋め合わ
　せのため非競争路線の運賃を値上げするであろう。また鉄遣企業間における競争が
　長期に亘って存続しないのは，イギリスの例から明らかである。1849年から1858年
　にかげて，いくつかの鉄道会社が運賃値下げ競争を実施し，ロンドソからマソチェ
　スターまでの運賃カミ44フラソから6フラソ25サソチームまで低下したが，輸送コス
　トを割る運賃の値下げは，競争会杜の経営を悪化させたので，1858年にはカルテル
　が締繕されたのである。Pau1Cauwさs，P杉桃励ω〃郷6’あ0舳〃62力0肋勿雌，Paris，
　1882，pp，414＿415、
㈹　　Francis　Laur，ξ励♂，pp．7＿12．
閥　Jean－Paul　Adam，11㈱肋〃焔肋閉ゐ1αクo1倣σ惚伽∫c加〃伽伽カヅ舳〃θ刎2，
　Paris，1972，p．lO，pp．27－50・なお，1859年のフラソクヴィル協定にいたるまでの
　フラソス国家の鉄道政策については，次田健作「19世紀におげるフラソスの鉄遣建
　設（I），（皿）」（『犬阪大学経済学』Vol・22，No・1～2．1972）参照。
⑬　ユ842年法は，パリを中心とした主要鉄道網を策定し，国家が基礎工事を，私鉄会
　杜が線路敷設，1車輌の購入および鉄遣経営を行在うことを規定した。また鉄道建設
　のため収用した土地や建物への補償は，発を沿線の地方自治体カミ，残りの始を国家
　が負担することなどの原則を確立したのである。この1842年法のテキストおよび，
　議会における提案理由説明書については，Francis　Laur，肋ヱ，PP．1ト22参照。
⑳　この“バリ環状線シソジケート”とは，ユ85ユ年12月ユ0目法により，バリに鉄道路
　線の起点をもつ6杜（Paris・Rouen杜，Paris－0r16ans社，Paris・Strasbo岨g杜，
　Paris－Lyon杜，Nord社及びOuest杜）が，パリ市内の各杜の駅を連繕する環状線
　を経営するため組識した企業組合のことである。この環状線は，国家が関連6私鉄
　からの補助金をえて建設したのち，関違会杜の代表老からなる経営委員会（COmit6
　d’exploitation）に委託され，損益は参加各杜に均等に分配された。また，1875年12
　月3目法により，バリ大環状線（le　chemin　de　fer　de　grandeceint匝edeParis）
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　が建設され，これは，Nord杜，Est杜，P．L．M．杜，Paris－0r－6ans社の4杜によ
　り経営されたのであ乱1881年11月11目法によって，この大小両環状線を統合して，
　5杜（Nord杜，Est社，P．L．M．杜，Paris－Or16ans杜およびOuest杜）によつ
　て，バリ2環状線シソジケート（1esyndicatdesdeuxche㎜insdeferdeceinture
　deParis）が創設され，この制度は，I934年まで存続したのである。DidierLazard，
　捌a，PP－26ト268．なお，バリ環状線については，次の文献をも参照。Francis
　Laur，砺｛五，pレ138＿142．　Louis　Girard，ヱ〃ヵo〃勿蜘励5伽肋α〃π力”〃危∫∂〃
　8ωo〃E刎ψ加，Paris，1951，pp．69＿70．Edomond　Th6町，〃肋囮㎜θあo㎜刎勿吻
　功力πσ勉α診〃，Pads，1900，pp．335－337，
⑳　当期に成立した合併の事例については，L．Girard，伽π，pp．88＿99，1apolitique
　des　fusionsを参照蓼
⑳　中都犬鉄道会杜は，ヱ853隼にCo㎜te　de　Momy，Pouれa1さsなどに認可されたマ
　シフ・サソトラル地域の鉄遣会社である。1857年に当杜の路線は，Paris・Or－6ans
　杜とP．L．M．杜に分割して吸収された。中部大鉄道に就いては次の文献を参照。
　R．Caralp，Z3∫励舳幼∫幽力7伽榊18吻∫φグC〃か〃，Paris，ユ959，pp．11＿13；
　L　Girard，棚五，pp．181＿186．
鱒　D．Lazard，倣五，p．43。
㈱地方鉄道や運河の建設により，6犬私鉄の「独占」を打破し，輸送市場へ「競
　争」を導入しようとLたKrantzは，巨大化Lた私鉄会杜は，もはや個人が立ち向か
　うことの出来次い国家の中の国家を形成していると述べている。更にKr汕tZば次
　のように批判してい札6大私鉄が支配しているのは鉄道路線だけではなく，その
　版図なのであり，これはまさに，巨大封土支配を意味するのである。従って，彼ら
　の支配地域への新路線の建設ば，彼らの既得権益を侵害するものとみなされるので
　あるo　Krantz，Observation　sur　les　chemins　de　fer　d’int6rεt工oca工，pp．38＿42，
　cit6par　P．Cauwさs，必姐，PP．404405．
⑳　このフラソクヴィル協定は，既に建設された旧線と今後建設される新線とを区別
　し，旧線剰余金を新線の建設に充当すること，国家が50年問新線の社廣利子保証を
　行なうことなどを規定したものである。FraIユcisLaur，碗泓，pp－61－63。
⑳　注（6）参照。
㈲　D－Lazard，”姐，pp。仏48。
■　北部鉄遣会杜，創設期，1845－1867
北部会杜の建設路線は，フラソスにおげる鉄遣建設様式を規定L，その後の
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フランス鉄道政策の出発点と在った1842年法の成立した3年後の1845年に，目
ツチルド家を中心とした北部会杜へ認可される。当杜設立の中心的役割を占め
たJames　de　Rothschi1dは，以前から，一方ではイギリスを結び他方では，
ベルギー，オラソダ，ドイツおよび北欧を連結する一大国際鉄遺網の建設言十画
をいだいており，ωすでにベルギー投資銀行の“先祖”といわれるSoci6t6
G6n6ra1e　de　Be1gique杜や，Soci6t6charbonniさre　et　de　navigation　franco・
belge杜への参加により，北仏工業地帯とベルギー産石炭との国際的結合を開
始していたのである。例資本金2億フラソは，額面500フラソで40万株発行さ
れたが，ロヅチルド家はその払に当る5，100万7ラソを引き受け，残りを
Hottinger，La価tte，B1omtなどの金顧業着や運送業老であるMessagerie
G6n6rales杜やMessagerie　Royales杜などが出資したのである。倒他のフラ
ソス鉄道会杜の場合と同様，多くのイギリス人資本家が株式への応募申込をL
ていたが，イギリスの金融恐慌により，大部分の資本家は実際の払込を拒否Lて
いる。｛勾1845年7月ユ5日の契約は，パリからLi11e及びValencieme経由でベ
ルギー国境へ向かう路線と，パリからHazebrouckを経由しCaIais及び
Dunkerqueへ至る路線に最初の認可を与えているが，北部会杜のその後の時
代別路線建設状態は，第3図に示されている。この1845年の契約は，認可期問
を38年とし，建設終了15年後から，国家の買戻L権が発生すること，路線の建
設など全作業を国家が実施し，会杜側はその費用を3％の利子を含め国家へ返
還することを規定Lている。働北部会杜の経営管理組織は・経営全般を統轄す
る第1部局（1a　premiさre　divison），機関車及び車靹を管理する第2部局（1a
deuxiさme　divisOn）さらに建造物と路線管理を分担する第3部局（Ia　troisiさme
divisicn）とに分権化されていた。また，取締役会（conseil　d’administration）
の構成員によって互選される5名のメソバーにより経営委員会（cOmit6
d’exp10itation）が組織されていたのである。この経営委員会の責任老に就任し
たJamesdeRothschi1dと第1部局の代表老JulesPetietの両者が，北部会
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第3図 北部鉄道会杜の建設路線
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杜の経営に対して強い影響力を及ぽすようになるのである。1846年よりその予
兆をみせていた金融恐慌は，1847年にいたり7ランス鉄遣会杜に対し深刻な影
響を及ぼすようになり，㈲北部会杜の買戻し案も検討されるが，1848年8月11
日に政府と会杜間に新契約が締結され，私企業としての会杜の存続が確認され
ることとなった。この新契約により，建設費の国家への返還期間が廷長され，
更に，1850年には認可期間が99年と規定されたので経営が安定し，1848年に51
％だった収支係数は，1851年には37％にまで改善され，経営は漸く軌道にのり
始めるのである。
　北都会杜の投資は，1851年のクーデターにより第2帝制が成立するまでは，
不十分なものであったが，1852年以降の合併政策によりSaint－Quentin－
Erque1ines，Cateau－Somain，FさrトReims，Noye11eトSaint－Va16ryなど
の各路線を次々と吸収した結果，1852年以降本格的投資が開始する。特に1854
→7年にかげては，車輻などを中心とした設備投資が行なわれている。また，
この時期の作業対象別投資比率は，建築・公共土木事業へ34劣，製鉄・鉄工業
へ26，2劣，その他の産業へ9．5％で，以上の鉄道関連産業への投資が合計して
約70％を占め，残りの30％が用地の購入費，補償費および建設労働老たどの人
件費に充当されている。一71
　ところで，産業革命の成果とLて鉄道が建設されたイギリスの場合とことな
り，鉄道建設が鉄工業発展の起動力となったフランスの場合には，急速に増大
した資材需要を即座に満たすことは不可能であり，1853－56年にかけてレール
飢饅（1a　p6mrie　de　rai1）が出現する。鉄工業界の努力にも拘わらず，1853年
のレール生産水準は，イギリスの1830年代の水準にすぎず，技術水準の発展が
みられるのは，1854年以降のことである。急速な鉄道建設ブームによって，鉄
遣資材という新製品を生産したげれぼならなくなった鉄工業側は，業界内部の
調整により生産の計画化を望むが，鉄道会杜側はこれを価格の上昇をもたらす
ものとして警戒したのである。帽〕鉄道資材という新製品の需要を満たすため，
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フラソスにおいては，次の三つの方法が採用されている。｛酬第1には鉄道会杜
自身が必要とする鉄遣資材を自杜の工場内で製作する場合であり，北部会杜は，
Batigno11es杜の前身Entreprise　Gouinを創設している。第2の方法は，鉄
道会杜が資金的援助を通じて，影響力を行使しうる機械製作会杜を別個に創立
する場合である。ω第3の方法は，製鉄会杜に鉄道資材を発注し，可能な隈り
競争的市場をつくり出しながら，安価な資材の購入を計る方法であり，これは
北部会杜固をはじめとする主要鉄道会杜で最も一般的に行なわれた方法であ飢
　北部会杜の1845－46年の最初の資材需要は，レール，機関車，車靹を合計し
て，6，450万フラ1■にも及んだが，フラソス資材生産の低位性にも拘わらず，
当杜はこれらの資材を，全て国内の鉄工業者に発注していたのである。北部会
杜は，多数の供給業者を育成することをその基本政策としたが，これは少数の
巨大会杜により，資材市場の寡占化が計られ，カルテルの形成により資材価格
が上昇することを避けようとしたからである。例えば・1845年12月に・資材業
老グループ（Koech1in，Cail，Halette）が，北部会杜による40台の機関車の注
文に対して，45，000フラ1■という割高の団体請負見積書（me　soumissiOn
cO11ective）を提出したが，北部会杜はこれを忌避し，各会杜毎の個別見積書の
提出を要求している。更に北部会杜は，鉄道資材の需要を細分化して数年に亘
って資材会杜に発注したり，場合によっては，自由貿易キャソベー：■を展開す
ることにより，外国製品を輸入し国内市場に競争状態をつくりだしたりしてい
る。胸このような資材市場における鉄遣会杜側の積極的た政策により，自由競
争状態をつくりだしえた会社側は，第4図にみられるように機関車などの資材
価格の長期的な値下げに成功している。胸この長期的な値下げ傾向に対する供
給業者側の反応をみると，例えば1864年にFourchambault杜は，「全く新し
く，全く奇妙な現象が発生している。イギリス柘よびベルギー市場では，鉄工製
品価格の上昇がみられるのに，フラソス市場では，むしろその下落が限界にまで
達しているようだ」と述べている程に，幽鉄道資材の製作を開始した供給業者
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第4図　機関車，率輸・車軸，価格指数動向
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（注）　1867－1869年の価格平均を100とする。
〔出典〕F．Caron，C世侶伽肋〃，p．gg．
側はこの不断の価格下落傾向に悩まされていたのである。
　1859年のフランクヴィル協定は，“新線”への杜債利子保証制度を適用する
ことにより各鉄道会杜の杜債資本の比率を増大させたが，北部会杜の営業報告
書が「我々は，たえず，1，200－1，300万フランの利潤積立金をもっている」と
述べているように，㈲同杜は潤沢な自己資金を所有していたのである。この内
部積立金が，新路線の建設や株式の配当に充てられていたが・更にロッチルド
銀行ば，北部会杜が外部の不安定な資本市場に依存したいよう，必要に一応じて
資金を融資していたのである。北部会杜は最初，利子傑証制度の適用を受げる
ことを蒔踏していたが，1858年6月政府に対してその適用を申請している。だ
がこれは，資金不足などによるものではなく，将来おこりうる経営的危機に傭
えるものであった。
　最後に，この創設期の運賃政策についてみると，フランスの鉄道運賃は最初
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第5図　トソ・キロメートル当り平均運賃の動向
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　　（注）　単位はサンチームで3年間の移動平均を示す。
　　〔出典〕　F．Caron，C｛ε∂〃No〃，p，588．
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から，Jules　DuPuitなどの影響により，運送費用説でなく運送価値説（tarii－
CatiOn　ad　Va10rem）に基づいて決定されており，北部会杜の場合も例外では
なかった。また，輸送貨物や路線により運賃率を変える差別運賃（tarifs早if・
ferenciels）政策を原貝螂としたが，この主要な目的は，他の輸送手段，特に運
河輸送や地方鉄道との輸送競争に打ち勝つことであった。蝸北部会杜の旅客輸
送は，3等級に分類されていたが，貨物輸送の運賃は極めて多様化されており，
1，384種の貨物と1，836種の輸送先について6系列の等級分類が存在したので
ある。また，1852年以来，運河・河川輸送と競争するため，北部地方の工業
家に対しては，特別割引運賃を適用する荷主差別政策を採用し，輸送貨物獲
得の努力をしている。北部会杜の貨物運賃値下げの動きは，第5図に示されて
いる。ωこの図によると北部会杜の貨物運賃政策は，創立以来1910年代まで・
不断の値下げの歴史だったのがわかる。まず，1849年より1855年までに32％の
急激な値下げが実施されているが，これは，運河輸送との競争のため石炭運賃
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を大幅に値下げしたからである。また，1856年より62年まで運賃値下げの動き
が鈍るのは，この時期に石炭運賃の値下げが実施されなかったからである。
1862－65年までは，更に12．3劣運賃が値下げされ，その後緩慢ではあるが，こ
の動きは1910年代まで継続している。1862→5年の値下げは，1860年の英仏通
商条約により交易量が増大したので，その増カロ輸送貨物を獲得するため実施さ
れたものであり，対イギリス貨物輸送に関するカルテルが，西部鉄道会杜との
問に締結されている。胸この時期には，国内主要路線も完成され，1860年代以
降の共通運賃の形成により，国内物質流通が促進されるのである。
注（1）Bertrand　Gille，朋5肋〃伽1”〃泌o地肋ま㎞棚φtome　II，Genさve，1967，P．
　　1飢　なお，ロッチルド家の鉄道政策全般については，同書PP．ユ55－181，1a　po1i－
　　tique　fe蛆0Viaire参照。
　（2〕　工ean　BOuマier，Z召s　Ro圭ゐsc免秘d，Paris，1967，pp－131＿137。
　（3）因に，1845年の取締役会は，3人のロッチルド家の代表考：Ja㎜es（パリ），Lionel
　　およびNathan…el（四ンドソ）；Jamesの友人：d’Eichtha1，Pereire；イギリス人
　　銀行家：Mil1s，Baring，Mastermann；北部地方の実業家：De1ebecque；競争的金
　　融業著：Charles　La伍tte，B1omt，Hotti口guer，Mallet，Gallieraなどによつて構
　　成されていた。J・Bouvier，％泓，p．135．
　（4）　Edmond　Th6η，励五，p・205．
　（5）F正舶Gois　Caro口，α色〃1、わ〃，p．51一なお，ロッチルド資本を中心とした北部
　　会杜への鉄道認可は，ロヅチルドがBIou日tの参加を制隈するためLa砒teと手
　　を繕んだことから　「産業独裁制」（f6oda肚6i口dustrie1le）　とかr金融独裁制」
　　（f6oda肚6丘nanciさre）との批難を受けた。B・Malo口は，1845年の契約について，
　　rこの時代における，最もスキャソダラスな契約の一つ」と厳しい批判を浴びせて
　　いる。B．Malon，Z2soδ”〃㎝2初杉g〃1，Paris，1891，pp－274≒275．
　〈6）　A．L　Dunham，丁加1〃閑肋α1亙勿o肋砿0〃伽亙〃鮒ε，New　York，1955，p．83一
　　ところで，鉄道金融におけるJa㎜es　de　Rothschildの役割については，同書PP．
　　μ則参照。
　（7）　F，CarOn，C狛∂”ハわ”4pp，80＿89．
　（8）L　Girard，倣泓，PP．142－146，1a　p6n皿ie　de　rails参照。また，AL・Dmham，
　　必必，pp．437－42，the　supply　of　rails，1ocomotiYes　and1abor　for　French
　　railroadsが初期鉄道建設におげる資材問題をスケッチしている。
　（9）この分類は，Frangois　C班onによる。F・Caro血，Laco㎜pagnieduNordetses
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　fournisseurs，R2〃吻2∂〃肋74　No179，Line，1963，pp．353－358．
⑩　この最初の例は，TaIabotによって設立されたLaCiotat杜の場合であり，当杜
　は後にAYignon－M肛seil1e鉄道に資材を供給している。また，Paris－Rouen，
　Rouen－Le　Hawe両鉄遣会杜は，RouenにLa　Soc熾6Auard　et　Buddico㎜を
　設立し，鉄道資材の製作を依頼しているが，Le　CreusOt社は，このような競争会杜
　の出現に動揺の色を隠せない。Rαue，地c加κ加5棚7〃力舳励o〃幽1α8〃〃2
　窃砿〃ψ売5θo吻カク伽〃3柘，Paris，ユ959，PP．89－90．
⑩例えぱ，北部会杜は，ユ872年8月16日にDe皿ain－A㎜in杜に対Lて，ベヅセマ＿
　法による8万トソの鍋レールの生産を依頼しているが，この新製品の開発を援助す
　るため200万フランの資金援劫をしている。B．GiIle，工α8肋閉卿治ヵ伽g挑召〃
　2【1X色3身含613，Paris，1968，p．263。
⑲　北部会杜のこの興味深い資材購入政策については，F．Caron，La　Compagnie　du
　Nord　et　ses　fo岨nisseurs，1～ω刎伽地”∂，N．179，Line，1963参照。
⑪尋　F二Caron，C｛召∂眺州o”∂，P．99．
⑭　Arch．Cio　Commentry－Fourcbambault，AG　du29㎜ars1864，cit6par　B．Gille，
　1〃血漉閉卿杉ヵ肋gαゐ召”〃X1Xε∫タあ12，Genさve，1968，pp．250＿251．
⑯　Arch．nat・，48・AQ14・Conseil　d’Administration，s6ance　du19d6cembre
　1862，cit6par　F．Caron，C犯dω1、わナ6，p．79．
⑩　p．Calユwさs，必姐，PP．422425．また，L．Girard，泌材，PP．209一・213，1a　po16血ique
　slj工一es　tarifs参照。
（1カ　F．Caron，C一色∂〃＾わ7d，P．588．
⑱　北部会杜と西部会杜のこのカルテルについては，F．Laur，必姐，P．148参照。
皿　疾風怒濤期，1867－1883
　この時期の6大私鉄に対する世論の不満を北部選出議員，Des　Rotourは，
r路線不足と独占」（La　raret6et1a　monopo1e）という言葉で表現してい
る。｛1〕この路線不足とは，主要幹線の完成により鉄遣建設の遠度が緩慢となっ
たのに逆比例して輸送量は増大を続け，既存の路線では不十分となったことで
ある。例えば，北部鉄道会杜の1865－83年期の輸送量の増加は，1850－86年期
のそれを56％も上まわるものであり，1881年の取締役会での報告書は，「全て
の路線で輸送量の増大がみられる」と述べている。一2】北部地方の有力者達は，
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このような路線不足の現実に直面し，単に追加路線の建設をのみ望んだのでは
ない。むしろ，パリ・コンミューソをへて成立した第3共和割下の時代精神は，
地域独占体としての経営の基礎を固めた北部鉄遣会杜が，運河輸送との値下げ
競争に打ち勝った緒果，1872－84年にかけて第4図にみられるように，運賃値
下げの動きを鈍化させるという，独占の弊害に注目していたのである。この
「路線不足」に対してはプラン・フレシネが準備され，「独占」の弊害と対抗
するために，地方小鉄道の創設と北部会杜の買戻し案という二つの政策が，地
方有力者達によって提起されるのである。県および市町村による鉄遣建設を許
可した1865年7月12日法＝3〕の成立以来，1876年までのフラソス鉄道史は，小鉄
道会杜の乱立という奇妙な現象（La　mystique　des　petites　compagnies）に
．彩られてい私この時期には・1852→8年にかげて・国内の主要幹線の建設を
終了した鉄鋼資本が，新市場を求めて地方鉄道の建設や，アルジェリア等の植
民地鉄道の建妻；・〕へと進出を開始している。この鉄鋼資本にとっては地方鉄道
の建設がまず重要な新市場だったのであり，B．Gi11eも述べているように，
r多くの地方鉄道の建設を可能とした1865年法は，かなりの量の市場を」鉄鋼
資本にもたらしたのである。幅1更にまた，この時期の地方小鉄道の籏生現象は，
何よりもまず，大鉄道の独占に対して，地方小鉄道が競争路線を建設しようと
したことから発生したものでもある。｛剛従ってこれは，地域独占体である北部
会杜への地方有力者達の第1の反攻形態であり，我々はこの北都地方における
地方小鉄道の創立者達を次の3着のタイプに分類して考察することが出来る。ω
即ち，地方名望家，投機家および市町村議会議員である。
　（ユ）地方名望家
　地方小鉄道会杜の設立を最初に促進したのは，地方名望家達である。例えば，
北都の地方新聞，Echo　du　Nordは，地方鉄道Nord・Est杜について，1870年
に「当杜の取締役は，北部諸県の最も著名な地方名士で占められている」と述
べている。工副彼らは，地方鉄道により自杜の製品を輸送しようとする経済的動
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機を持っていたり，また地方鉄道の創設を政治的野心を満たすための有効な一
手段と考えていたのである。
　（2）投機家
　これは，政府から地方鉄道建設及び経営の認可を獲得したのち，自らはその
事業に参加することなく，政府から得た建設権及び経営権を北部会杜などへ転
売し，その差益を狙う投機家グループである。例えば，Canap1esからAmiens
までの路線建設認可を申請LたCie　de　Fr6vent－Gamachesは，この路線の認
可を北部会杜へ転売することしか考えていなかった。その意味では，この小会
杜籏生という奇妙な現象は，L　Girardのいうように，政府と6大会杜に対す
る強請（chantage）だったのである。⑲I
　（3）市町村議会議員
　地方の市町村議会議員は，地方財政健全化の観点から，鉄道建設に際L巨額
の補助金を要求する北都会杜に対抗するため，地方鉄道会杜を創設し，鉄道認
可制度に公開入札方式による競争原理を導入しようとしたのである。
　1873年までは，6大私鉄はThiersの絶対的麦持を得ていたが，73年4月以
降，地方小鉄道は数ヵ月ではあるが，政府内で支持考を見出すことが出来
た。例えば，公共土木事業相のAlfred　Desei11ignyは6大私鉄と地方小鉄道
とが共存できる方法を模索していたし，彼の後継者Larcyは，明らかに地方
小鉄道に好意的な態度だったのである。だが，1874年5月から1876年まで公共
土木事業大臣をつとめたEu9さne　Cai1lauxは，この無益な競争による浪費を
避げるため6大私鉄の支持を明確化するのである。また高級官僚や参事院も一
貫して6大私鉄の既得権を擁護したので，地方鉄道創設の動きは，1875年以降
終億に向かうのである。㈹1879年の法律により，地方鉄遣の6犬私鉄への合併
が可能となり，ω北部地方で設立された地方鉄遣もその認可を次々と北部会杜
へと譲渡したので，地方鉄道の創設により北部会杜の独占に対抗するという方
法は，ここに失敗することとなる。
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　そして，6大私鉄への第2の反攻形態としての国有化の動きが発生する。
187ト1883年は，フラソス鉄道史にとって危機の時代である。胸何故なら・世
論及び議会の多数意見は，鉄遣建設および鉄道経営のあらゆる困難な問題は，6
大私鉄の独占から生じたものと考えていたからである。従ってこの6犬私鉄の
独占の弊害を除去するため認可権の買戻し＝国有化の動きが表面化したのであ
る。この買戻し＝国有化の動きは，次の4期に分類して考察することが出来
る。1876年から1877年5月にかけて，国家による全路線買戻し計画が会杜側に
より拒否されたので，国家はこの時期には新規の鉄道建設認可を与えてい在
い。1877年の5月から1879年にかげては，国家とのあらゆる交渉を拒否した会
杜側の隙に乗じて実施されたプラソ・フレシネが，鉄道建設への国家介入を増
大させると同時に，他方では1878年に地方鉄道が買戻されたことにより・国有
鉄道の崩芽が形成される。陶そLて，1879年から1881年までの，国有路線の強
化策は，私企業に不安感を与え，北部会杜の経営者は自杜の経営が決して退嬰
的でないことを示すため，地方小鉄道を吸収し，運賃値下げをはかり，乗客サ
ーヴィスの改善につとめているのである。1881年から1883年にかけての国家介
入の動きは，1883年のフレシネ協定においてその頂点に達するが・6大私鉄の
国有化は遂に実施されることはなかったのである。そこで独占への対抗手段と
Lての運河の効用が再認識され，技師Krantzの主張のもとで，北部地方の運
河修復のため大規模な投資が行なわれたのである。幽
　以上の様なフランス鉄道史における危機的時代にあっても，北部会杜の経営
的不安定性は徐々に回復の兆Lをみせたが，それは交通量の増加により収益
が増大したのに反して，1875－76年期に発生した支出の膨脹傾向が停止Lたか
らである。これは一方では，北部会杜がその従業員の賃金上昇を制限し他方
では，開発した技術革新の成果を資材製作会杜へと波及させることにより・資
材価格の値下げに成功したからである。更に，外国製品の輸入により，国内市
場に競争状態をつくりだす努力もなされている。第4表に示されている資材価
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第4表　鉄遣資材価格指数の動向，ユ87ト1883
年次線路用賢材鋼レ＿ル機関車貨　車　　　　（平均）　　　　　　　　　　　　　　（石炭用）
1870
1871
1872
1873
1874
1875
1876
1877
ユ878
1879
1880
1881
ユ882
1883
120
134
109
98
90
　82
　84
　97
　90
89．75
88
82
81
94
102
89
79
74
70
69
68
65
56
49
88
103
1工2
127
93
83
87
98
110
109
ユ03
1OO
116
ヱ06　‘
83
ユ08
127
109
125
（注）　1867－69年の平均価格をユ00とする。
〔出典〕F．Caron，C屯召肋肋〃，PP．236r237の第20表，21表
　　より作成。
格の動向に関して，次の4点におよぶ考察が可能である。㈱まず第1に気づく
のは1870－74年間の急激な価椿騰貴であり，これは鏑レールよりもむしろ機関
車の場合に顕著である。鋼レールは，新製品として市場に登場したばかりであ
り，北部会杜側もその注文をTerre－N01re杜やSchne1der杜にのみ集中させ
ないため，1872年にDena1n－Anzm杜に資金援助を与え，鋼レールの生産を
指導・育成している。北部会杜は，当期には機関車を購入していないが，それ
はベルギー製品輸入の試みが失敗したことにより，1872－73年に例外的に価格
が高騰したからである。ところが，1874－78年にかげては，競争市場をつくり
だそうとした鉄道会杜側の努力により，全ての製品に関し価格の値下げがみら
れる。ユ879－82年にかけては，価格の上昇傾向が看取される。だが線路用資材
価格の上昇は，かなり緩慢なものであり，鋼レール価格は下落さえしているが，
車輸（機関章および貨車）価格は高騰Lており，これは鉄道会杜側の予測ちが
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いにより，当製品不足が生じたためである。鉄道会杜側は，資材供給老側の値
上げ圧力に対抗するため，187ト82年には，その機関車の16％を会杜自身の工
場で製造しており（北部会杜は10％，P．L．M．杜は77％）・22％を外国へ発注
している。だが，1873－78年にかげては成功したこの競争市場創出政策が，当
期に効果が少なくなってきたのは，製造業者側における寡占化の煩向が強化さ
れつつあったからである。例えば，1878－1883年期の北部会杜による棲関車の
注文は，Societ6A1sacienne杜（40劣），Cai1杜（32．8％），Five－Li11e杜（14・5
劣），LeCreusOt杜（12．7％）の4杜へ集中している。以上の考察から，全般
的には，鉄道資材価格の長期的下落優向が確認されるが，同時に価格上昇の動
きが萌芽的とはいえ発生してきており，その背後には，供給サイドの資材業界
内部におげる構造的変化の発生が想定されよう。㈹
　この時期には，北部会杜創立期の経営老の引退が目だち，経営陣は第2代目
にはいる。オート・バソクの影響は依然として残るが，会杜と国家との関係が
緊密化するにつれて，高級官僚や参事院のメンバーめ経営陣への参加がみられ
ると同時に1技術畑出身の取締役が出現してく乱というのは，資材価格値下
げのため会杜側が技術革新に多大の関心をよせるようになったので，会杜内都
の技術者，特に技師長（1es　ing6nieurs　en　chef）が経営決定権に影響力を持
つようになったからである回北部会杜の経営者は，技術老の決定を無視できな
くなり，これらの技術老は，経済合理性を重要視する経営委員会の方針に反対
することが多く，技術老として技術合理性を追求する観点から納得できる設備
投資を要求したのである6㈹固定資本の肥大化を招来するものとして忌避され
ていた設備投資は，当期以降においては，技術革新の主要な波及経路であり，
経営費節減の重要な手段と考えられるようにたったのである。
注（1）　ハrch．nat．，F149220cit6par　F・Caron，0狛∂吻ハわ”∂，P・12・
　（2）Arch・醐t・，48AQ4108・324・citξpar　F・Caron・5あ姐，p・185・
　（3）こめユ865年の地方鉄遣法は，（1）県および市町村議会が地方鉄道の路線，建設方法，
　　経営条件を決定する権利を持つこと；（2）建設費は，県及び市町村が負担すること，
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　（3）資本金の1部は，国庫から補助金の形で与えられることなどを規定したものであ
　る。M．Chardot，五αoo〃αるo棚あo勿力舳〃α凄〃∂θs切6刎伽お彦畑ガo〃8ヵ刎あ1勿秘ω功∂2∫
　舳伽幼桃硲力励6ε∫，1928，pp．29－30．なお，この法律は，1867年に株式会杜の参加
　を認める方向へ改定され，その鍾の地方鉄道事業における投機ブームを引きおこL
　た。Gabrie－Desbats，1二3s砂〃ω伽35∂’伽杉”幼伽1協1，Paris，ユ914，PP。ユ92一工9＆
　たお，L．Gir6rd，肋五，pp．293499；E．Th6ry，必姐，pp．216－217参照。
（4）アルジェリアなどへの植民地鉄道建設は，国内地方鉄道建設が一段落Lた1870年
　代後半より本格的に闘始している。詳しくは拙稿「フラソス資本主義と植民地鉄道
　一アルジェリアの場合一」（『土地割度史学』第72号，1976）参照。
（5）　B・Gil1e，1カ5砕〃郷杉プ地仰”s2”〃X皿芭4あ1島Genさve・1968・PP・265－266・
（6）　C．Colson，5肋〃，p．112一
（7）　F．CarOn，C加∂秘jVoπ6，pp．187404．
（8）　亙cho　d1ユNord，num6ro　du3avri11870，cit6par　F・Caron，｛”五，P；198・
　　なお，このNord－Est杜には，ベルギー人の投機家Ph洲pPa並の参加もみられ
　る蓼L．Girard，必倣，p・384・
（g）　L　Girard，必姐，p－382、
⑩　このように，地方鉄道の建設が失敗した理由は，認可会杜が「地方鉄道」の明確
　な概念を持たず，主要幹線に対する「補助路線」を建設するのか，「競争路線」を
　建設するのか十分に理解していなかったことや建設費，経営費が最初の予定を大幅
　に趨過したことである。また，資本金の1部を補助するという政府の援助形態が，
　実際の鉄道建設よりも，むしろ，補助金の流用を狙う投機家グルーブの敏雇を許し
　たことも地方鉄道建設失敗の理由である。G．Desbats，倣五，pp．194＿195．
⑩　1881年7月末には．このように6大私鉄へと吸蚊された路線は，1・343㎞に達し
　ている。P，Cawさs，｛ろ泓，p．459．
胸　正確に言えば，この時期はフラソスのみならず西ヨーロッパの鉄道史にとっても
　転換期だったといえる。隣国ドイツにおいては，統一的な国有鉄道の形成を計った
　ビスマルクによる関係法案が，1876年5月2日に国会を通過し，所請「ピスマルク
　的国右化」が実現している。既にいくつかの国有路綴を所有していたイタリアでは，
　1878年8月8目法が，国有鉄道の商業的性格を認知しており，18似年以来，鉄道建
　設を因家に委ねているベルギーでは，1876年5月25日法が国家による鉄道建設に商
　業的性格を付与しながらも，国有鉄道の強化を打ち出しているのである。Edomond
　Gombeaux，工”c〃旨伽〃加パ励σ刎幽8励螂サco刎刎鮒gα砺勿｛〃鮒肋ε1，P肛is，
　1904，pp．74＿77．
⑬　この時国右化されたCharentes杜も▽end6e杜も，その理由は経営難によるも
　のである。例えば，Charentes杜は500㎞の路線の経営に対L，1年に400一｛OO
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　万フラソの赤字を出しており，私企業としての存立の隈界に達していた。F．Laur，
　伽五，P．72．なお，E．Th6ry，必倣，PP．43一以参照。
⑭　この時期の運河投資は，付表1に示されているが，1852－72年期と1871－78年期
　の両期を比較すると，北部地方における運河投資の著増は明白である。
　　　付表1　運河投資
1852－18721871－1878
全国運河・河川投資　238，791，789F．　127，641，352F．
　年平均　ユ2，567．96815，955，168
北部地方運河・河川投費
　隼　　　平　　　均
8，652．052
　455，370
20，150．696
2，518，636
　　　〔出奥〕　F．Caron，α雷励肋払P－216．
　　なお，海港・運河に関する公共土木事業については，YTes　Le　Trocquer，〃
〃物〃26ω伽刎伽2，α伽棚∫物肋〃げ伽伽彦”置∂脇加2肋伽サ伽〃θ伽囮砂α伽
　μろ脆s，par…s，1914参照。
⑮　F．Caro日，必泓，PP－236－237の第20表および第2ユ表より作成。
⑲　勿論ここで我々が問題とするのは，供給業者側における寡占化の動きである。例
　えぱ，ロソウィ銑鉄販売組合（Le　Comptoir　des　Fontes　de　Lon駅y）は，1876年
　11月6目に製鉄企業4杜の代表が初会合を開き，同年12月10日に正式に発足したが，
　1884年までには，更に12企業が参加している。この販売組合は，銑鉄価格のコソト
　ロールを開始するので，これはやがて銑鉄加工部門におけるカルテルの形成へと影
　響をおよぽしていくのである。目ソウィ銑鉄販売組合については，F　Laur，必”、，
　pp．165＿225参照。
⑰　フラソスにおげる経営者の資質と投資決定に関して，F・CarOnは，“オールド
　・バターソ”と“ニュー・パターソ”という二つのタイプを措定Lている。“オール
　ド・パターソ”による投資決定は，前年度の蚊益から自己金融充当分を差し引いた
　残りの剰潤に基づきなされるものであり，これは遇去の利益が投資決定の重要な要
　素となる場合である。この場合の投資決定ば，販売および財務担当の重役よりも，
　技術および製品担当の重役の手中にあり，ここで最も重視されるのは，技術的合理
　桂（teChniCalratiOmlity）なのである。これに対して，“ニュー・パター：／”によ
　る投資決定は，第2次大戦後のフラソス経済の高度成長環境のなかで成立してく
　る。この場合には，外部資金の企業への導入が一般化し，自己金融率が低下するが，
　投資決定は過去の利益ではなく将来の利益を目標にして決定される。ここで投資決
　定を行なうのは，財務および販売担当重役であり，技術的合理性に代って，利潤極
　犬化目標（objectiveofmaximumpro胱ab砒ty）が，投資決定の規準として前面
　に押し出されて＜るのである。F．Caron，Investement　strategy　i亘France，H一
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Van　Der　Wee（edっ，丁加桃召げ刎α刎雛物1ω〃””㈱，Louvain，1974，pp．
129＿130．
］V　集約経営制度，1883－1914
　フランス資本主義の構造的変貌がみられた19世紀末から20世紀初頭にかけて，
北部会杜の経営は決定的転換期を迎え，当期以降その経営は悪化の一途を辿る
ことになる。この時期には企業の外部環境が変化し，個別企業としての北部会
杜の経営努カのみでは，，もはや経営の悪化傾向を阻止することが出来なくなっ
てくる。例えぼ，6大私鉄間の共通運賃政策の作成や，各種係争の解決を計る
ため，各私鉄の代表老が集まる連絡委員会（1e　cOmit6de　ceinture）の成立が
みられ，また1895年以来，公共土木事業局により，線路，建造物およびその他
の技術的監督が強化されたのである。そして，1891年以来散発していた鉄道労
働者の労働条件改善運動は，1910年のストライキを機に全国鉄遣労働組合の成
立へと結実していくのである。更に注目すべきことは，北部会杜が創立以来政
策的に不断に創出してきた鉄道資材市場および原材料市場での自由競争状態が，
供給業者側のカルテル形成の努力により阻害されるようになり，ωまた外国製
品の輸入も1900年頃から第1次大戦にかけての排外的保護貿易主義の高揚によ
り不可能となった結果，一2〕硬直的な売手市場が出現したことである。北部会杜
も以前のように注文を自由に多くの供給業老に分散化できなくなり，主として
北部地方の業者に発注するようになる。この時期の主要な鉄道資材価格の動向
を第5表によって確認してみると，｛劃1896年までの全体としての価格下落頓向
と，1897年以降の上昇傾向とを明瞭に看取することができる。ωまた，1899年に
総費用の64％を占めていた賃金は，1902年には，68．6％にも達し，退職積立金
を考慮すると，70％にもなっている。この賃金の比率の膨脹は，賃金全体の上昇，
管理職の退職金の増加，また社会立法により義務づげられた福祉厚生費などの
増加によるものである。C01sOnは，19ユO年にこの鉄遣経営の決定的転換期に
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第5表鉄道資材価格指数の動向，1884一工913
年　次
1884
1885
1886
ユ887
1888
1889
1890
1891
1892
1893
1894
1895
工896
1897
1898
1899
1900
1901
1902
1903
1904
1905
ユ906
工907
1908
1909
1910
191ユ
ユ912
1913
機関車
111，2
82
89
84
91
101
94
98
工02
112，3
n0
102
92
ユ09
99
97
87
90
98
貨　車
135，工
124．9
113，4
98，3
94，5
95．9
136，5
1ユ1，4
ユ21．4
135
123
車　軸
133
87，4
90．2
120
117
115，4
ユ05．5
102
100．8
100，8
ヱ00
123．5
175，6
121．1
118
112，6
ユ46，1
126．1
92
99．1
143
152，8
車　輸
128．1
109，7
91，2
91，2
97，5
97，5
工18．2
113．1
108，2
95，1
95，1
工00
146．1
113
100，6
99，8
89．3
97
124．3
139
166．2
125．5
109．7
115，6
ユ24
123，9
鉄　板
95
74，2
55，3
77，2
81，7
73，9
86，5
90，3
68，9
74，1
87．8
100
100
136，2
93．9
111
96．1
82
99．1
113．1
133，3
1工7，1
エエ5．5
114．6
117．4
104．7
129，9
ピストソ
その他
102，3
92，7
92，7
90，9
90，7
87，3
99，9
98，8
95，1
95，6
98，5
92，9
99．2
100
100
117．7
115，3
94．7
102，3
81，4
81，5
81．790
113，5
92，2
77，7
83，6
82，1
84，6
客　車
114，1
u1，2
107
115．6
108
（注）　1898年を100とする。
〔出典〕　F．Caron，α8〃肋〃，p．302．
ついて次のように述べてい乱r鉄道資材価格，原材料価格及び労働者の賃金
の下降傾向が，1896年以来逆転し上昇を開始するがこの傾向は1909年以降もは
や技術革新の成果によって阻止することが出来なくなる。鉄道産業は他産業と
異なり，今日まで販売価格，すなわち運賃の連続的値下げを実施してきており，
ここでその値上げを決定することには杜会的にも大きな低抗がある」と。㈲
　そこで続いて，この転換期の北部会杜の経営を若干の経営数値に基づきより
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第6表北部会杜の収入，支出及び資本コスト
年次 収　入 支　出 資本コスト
1883188．21OO．8 61．3
1884180．9 91．9 63．1
1885174．6 86．3 63．5
工886ユ74．9 81．3 69．8
1887178．9 82．3 70
1888185 84．4 70．3
1889207．1 98．5 73．1
ユ890205 96．773．3
工891205，5100，5 73．8
1892204．5102．4 75．1
1893207．8105．4 75，9
18942I2．5108．3 76．3
1895215．5109．4 77．4
ユ896222．5ユ09．5 78．1
1897229．8112．2 79．6
1898236．6117．7 80．5
年次　収　入　支　出　資　本
　　　　　　　　　　コスト
1899　　　248．8　　　122，9　　　　84．1
1900　　　272．7　　　147．8　　　　85
1901　　　253　　　　　137，1　　　86．9
1902　　　254．4　　　136，2　　　　89．8
1903　　　259．2　　　137，9　　　　91．7
1904　　　259．6　　　135，7　　　　92．3
ヱ905　　　276．6　　　工43．6　　　　93
1906　　　285．1　　　145　　　　　　93．ユ
1907　　　294．1　　　154，7　　　　93．8
1908　　　298．9　　　168，5　　　　94．3
1909　　　305．2　　　171，9　　　　96．5
1910　　321　　　181，6　　99．7
1911　　339，4　　20ユ．7　　ユ0ユ．4
1912　　　355．1　　　210．6　　　104．9
1913　　　367．6　　　218．5　　　108．8
（注）　単位は100万フラソ。
〔出典〕　F－Caron，C拓∂刎＾b”6，p．288．
具体的に考察してみよう。北都会杜の収入，費用および資本コストの3者の動
向を知るためには，第6表が参考となる。㈱まず第1に，収入については，
1883年から1904年に至るまで，極めて緩慢に増加しており，最も経営が有利で
あった1892年から1900年においてすら，年増加率は2．8劣に過ぎない。だが
1905年から1913年にかけては，1908年と1909年を例外として，かなり順調な増
カロがみられる。従って，この時期の北部会杜の輸送量の傾向的増加は，1895年
よりもむしろ1905年より開始している。次に収入の増加と資本コストの増加と
の比率の変化が注意をひく。絶対値でみた両老の比率は，1885－1907年に28．06
％，1892－1900年期に16．32％であり，1905－1913年期には17．3％となってい
る。この3期における資本コストの年増加率は，各々1．62劣，1．36劣および
1．64劣であり，これは，収入すなわち輸送量の増加から独立した動きを示して
いる。このように資本コストの増加率が小さいことは，投資が不十分で，北部会
杜の既存路線が遇度に利用されていたことを示している。最後に，より興味深
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第一表平均費用と限界費用
年次‡箪引撃箪引摘　要
ユ887　　　　2，63　　　　0．66
1888　　　　　2，50　　　　　1，20
ヱ889　　2，64　　　　　3，49　交通量の急増
1890　　2，57　　　　　　　　交通量の減少
ユ891　　2，63　　　　　5，4　交通量の徴増
ユ892　　　　　2，60　　　　　0．16
1893　　　　2，58　　　　2．11
1894　　　　2，57　　　　2，30
王895　　　　2，51　　　　0．56
1896　　　　　2，43　　　　　0，31
ユ897　　　　2，49　　　　1，51
ユ898　　　　2，34　　　　1．64
1899　　　　2，32　　　　1．89
1900　　2，50　　　　　3，96　交通量の急増
ユ901　　2，47　　　　　　　　交通量の減少
ユ9022，48　　　同上工9032，38　　　同上19042，29　　　同上905　　　　　2，23　　　　　1，51
ユ906　　2，24　　　　　6，66　交通量の徴増
ユ907　　　　　2，22　　　　　1．89
1908　　2，34　　　　　5，96　交通量の急増
1909　　　　2，33　　　　1，84
工910　　　　2，36　　　　　　　　　2．44
1911　　　　2，45　　　　　　　　　2．45
1912　　　　2，45　　　　2．30
1913　　　　2，45　　　　　　　　　4，17
〔出菓〕　F．Caron，α召幽ハわ〃，P．295．
いのは，収入の増カロと費用の増大との比較である。1905－1913年期の収入は，
1885－1907年期の数値と比較すると120劣の増加を示しているのに対し，費用
は198劣も増加している。収入の増カロに対する費用の増加の割合は，1885年か
ら1907年にかけては，年平均63．04劣であり，経営が向上する1892－1900年に
は55．7％を記録するが，1905年には，87．8％，1913年には78．8％と悪化し，収
入の増加の9／。o近くが費用の増加に吸収されてしまっていたのである。転換期
の経営を知るため更に平均費用と隈界費用とを比較したのが，第7表である。一7〕
この表によれば，1887年より1907年までは，若干の例外を除き平均費用が隈界
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費用を上まわっている。だが，1892年以前においては，輸送量の増加が緩慢た
ので追加的投資は生じ難い。1892年から1899年期には，平均して限界費用が最
も小さいので，この時期には，輸送量の増加に対応するための追加的投資を誘
発する客観的条件が存在した。更にこの傾向は1907年まで継続するが，それ以
降限界費用が平均費用を超過するようになり，北都会杜経営の前途に暗雲が立
ちこめるようにたったのである。
　このような背景のもとで，北部会杜はr集約経営制度」を採用し，経営の合理
化を開始するのである。この「集約経営制度」（system　d’exp101tat1on　mten－
SiVe）とは，「最少の設備と最大の努力により，最大の成果をあげる経営制度」
（obtenir　Ie　maximum　de　rendement　avec1e　maximu皿d’e丘orts　et1e
皿inimum　de　moyens血at6riels）であり，⑧従って設備投資と賃金の増加を
抑制し，既存の固定資本と労働力とを最大限効果的に活用する経営制度であ
る。⑨まず最柳こ実行されたのは，車靹を大型化し，列車運行時問の短縮，シ
クナルや駅の改善たどにより，列車の停車時間およひ滞車時間を短縮し，固定
資本のローテーショソを高める方法である。だが，これらの方法は，その技術
革新のため追加的投資が必要とされたので，追加的投資が不要な経営組織の合
理的再編成による労働力の効果的利用方法が，第2段階として追求されたので
ある。ω従って，事務制度の整備や指令の組織化など労務管理面での強化が実
施され，1887－1903年期には，年1．95％の割合で上昇していた労働生産性は，
1903年から1913年にかけて，3．3％の上昇率を記録している。このような労働
強化が，新たな労働規律や，精神的および肉体的に過度の労働を要求するよう
になったので，北部会杜の労働考は，1910年にストライキを起こしこれに対抗
したのである。ω
　1910年のストライキを境に，北部会杜はその財務的破綻を救うため，運賃値上
げを決定するようになる。既に第4表でみたように，会杜創立以来不断に実施
されてきた運賃の値下げは，ユ910年を境に停止L，この時点以降値上げの動き
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がみられるようになったのである。創立以来，北部会杜が実施してきた運賃の
値下げは，北部産品をフラソス全土へ輸送しようとする地域拡大主義と関連を
持っていた。この北部会杜の拡大主義に対して，地域独占体として「巨大封土
支配」を行なっている私鉄各杜は，地域保護主義の名のもとで対抗策を講じ，北
部会杜を中心としての全国市場形成の動きは多くの困難に遭遇する。だが，貨
物輸送についてみると，北部地域外への輸送の比率が緩慢に一ではあるが，増大
しているのも事実である。第2帝制末期には，60％をも占めていた北部地域内
輸送は，1890年に53％，1904年に51％となり，1913年には46．6％まで下落する
ので，北部地域外輸送の比率が増大し全国市場との結びつきが強化されるので
ある。地域内輸送の比率の高い貨物は，甜菜（96．2劣），肥料（757劣），砂糖
（67％），建築資材（59％）であり，両考の比率がほぼ均等するのは，製紙原料
（46．5劣），石炭（46．4％），胸家具類（44．6％），油脂類（坐劣）であり，最後
にその多くを地域外へ移出し，地域内輸送の比率が低いのは，鉄鋼製品（46．6
％），穀物類（37％），陶器類（38．5％），織物（28．7％），飲料（23．5％），鉱
石（2．1劣）である。このような貨物輸送の状態は工業中心地と農産物加工中
心地としての北部地方の性格を反映するものである。次に族客輸送については，
その中心が，かつての1等から3等へと比重を移動させており，鉄道輸送が特
権階級だげでなく広く一般の人々に利用されるようになり，いわば鉄遣の“民
主化”がみられる。また旅客収入をその種類別にみると，往復切符や定期によ
る収入の比率が増加しており，北部地方の工業都市周辺の労働者が通勤のため
鉄道を利用L始めたことが推測され，ここに輸送手段としての鉄遣の“日常
イヒ”がみられるのである。
　最後にこの時期には，金融独裁制（f6odalit6丘nanciさre）という鉄道会杜に
与えられた批判をかわすため会杜側の努力もなされ，A1fred　Neymarckの表
現を借りれば，鉄道会杜は，「真の金融民主制」（une　v6ritab1e　d6mocratie
丘nanciさre）を実現するようになる。胸1912年には，北部会杜の全株主の21．4％
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が2－10株所有の小株主であり，51．4％の株主が25－500株を所有し，500株
以上所有の大株主は，全体の5．68％を占めるに過ぎなくなり，株式所有の分散
化傾向がみられたのである。ωまた，敢締役代表は，1906年にJames　de
Rothschi1dからEdouard　de　Rothschi1dへと交代し，敢締役会のメソバーに
は，従来のオート・バソクの利益代表に加えるに，RoubaixやLi1leの商工会
議所会頭など北部地方の利益代表者の参加がみられる。経営陣における技術者
の比重も依然として高く，高等土木専門学校（Ecole　des　Ponts　etChauss6es）
や中央工学校（Ecole　Centra1e）などの技術系学校や政治経済学院（Eco1e　des
Sciences　POlitiques）等の出身者による学閥支配がみられるようになったので
ある。
注（i）鉄鋼製品の販売カルテル（cOmptOir　de　vente）の多くは，19世紀末から20世紀初
　　頭に形成されている。主要な販売カルテルの成立年度は以下のとおりである。　Le
　　COmptoir　m6tallurgique　de　LongWy（1876）；Le　Comptoir　d’exportatioパdes
　　fontes　de　Me一■rthe－et・MoselIe（1905）；Le　Comptoir　des　poutrene（1896）；Le
　　Comptoir　des　aciers　Thomas（1897）；Le　Comptoir　des　essieux（1892）；Le
　　Comptoir　des　ressorts　de　carrosserie（1896）；Le　Comptoir　d’exportation　des
　　produits　m6tallurgique（1904）；Le　Comptoir　des　tubes（1906）．A・Pi6tre，
　　工’亙砂01刎κ0〃62s醐加械ωξ〃刎∫ま〃2〃ω舳17刎雌2”ψ〃s1”o〃82，Paris，1936，p．18．
　　　また，鉄道資材を製作Lていた機械工業界は，需要の不規則性と不安定性を避け
　　るため業界を組織化しようとするが失敗し，1906年に鉄道会杜側と直接交渉を開始
　　するのである。ここで鉄道会杜側は将来数年にわたる最低の需要予測を提示し，業
　　界側がこの最低需要量をこえる生産を保証しようとしたのであ糺1911年3月に業
　　界の代表Bo口merは，鉄道連絡委員会（comit6de　ceinture）の代表をしていた北
　　都会杜のA，S班tiauxに交渉の継続を申込み，1912年11月30目に両老の交渉が再開
　　されている。ここには，後のフランスの「管理資本主義」の繭芽がみられ，時人は
　　それを“economieinform6eetdiscut6e”と呼んでいる。F・Caron，Les　com－
　　mandes　des　compagnies　de　chemin　de　fer　en　Fran㏄，地砂棚〆〃s肋〃伽加
　　∫タ∂老榊7gゐ，Nalユcy，1965，pp．172＿176．
　（2）1906年の輸送業における不況が終了し，鉄道投資が再開された時，鉄道会杜はド
　　イツヘ資材を注文している。ドイツ側の資材輸出（主として機関車と炭水車）は，
　　1908年には，46，319トソとなったがその約％の15，222トソがフラソスヘ輸出された
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　のである。このような鉄道会杜側の資材購員政策のもとでフラソス市場への進出を
　開始Lたドイツ資本に対し，鉄鋼業界はこれを「ドイツ鉄鋼帝国主義」（Im津rialisme
　m6tal1urgiquederA11emagne）と乎んで警戒の色を強め，保護貿易の動きが強ま
　るのである百RobertPinot，〃〃まα〃〃ヵ2，1αω郷‘榊肋〃刎老ωπ勿脇2〃α〃砂｛曲〃
　∂刎物〆アdo吻〃召らParis，1909，p．42．
（3）F．Caron，α宅肋州o〃，P．302，25表（b）より作成。
（4）Brocardは，1890年から1913年までの鉄鋼製品原価の動きを研究した結果，技術革
　新により明瞭な下落傾向があったのを明らかにしている。Brocardによれば，この
　ような製造原価の下落にもかかわらず，販売価格が上昇している原因は，当期に鉄鋼
　製品の国内消費量が急激に増加したからであり，更に各種販売カルテル（cOmptoir
　devente）およびその作用を保障する保護関税の確立が，鉄鋼製品の販売価格が高
　水準を維持することを可能としたからである。LouisBr㏄ard，〃8伽舵〃肋伽一
　郷杉力rα閉gαゐ22〃θ刎o吻彦刎2械幽∫力〃κ幽1890δ1913，Paris，1923，pp－46＿84．
（5）C・Colson，1’artic1e　dans　Ia　Revue　Politique　et　Parlemelユtaire，mai1910，p．
　384，cit6par　F．Caron，必｛〆，p，325．
（6）　F・Caron，必泌，p・288・
（7）F，C蛆on，必泌，p．295，第24表より作成。
｛8）Annexe　au　procさs－verbal　de1a　s6ance　du艶nat　du16mai19工1．S6nat　No
　148，ann6e1911，p，8cit6par　F．Caron，｛肋泓，p．327。
｛9）　この「集約経営制度」に関する研究は今後の課題であるが，この制度自体は，
　H．Fay01のような管理理論の背景をもたず，20世紀初頭の経営環境の変化に対応す
　るため，鉄道会杜内部における“経済的”経営制度として，慣行的に成立してきた
　ものである。
⑩　この時期のフラソスにおいては，第1次大戦直前に至るまでの経済成長を背景に，
　一種の“産業合理化運動”が開始されている。例えば自動車産業を例にとると，
　「ルノー兄弟商会」においては，労働生産性の上昇を目的とする合理化を実施する
　ため，ルイ・ルノーがテイラー・システムをアメリカから導入したのは，1908年の
　ことであり，この労働強化に反発する労働者は，19工3年にストライキを起こしてい
　る。なお，「ルノー」経営史については，次の文猷を参照。P．Fridenson，獅s童0伽
　励sσ幽2s五伽〃〃1898－1939，Paris，1973，および拙稿書評，バトリヅク・フ
　リーデソソソ「ルノー工場の歴史」（『早稲田商学』第251号，1975）。
⑩　このストライキは，1910年10月10日の夜決定され，11目より開始したが，17目に
　は164名の逮掩老を出すことにより労働老側の完全降伏に終った。それにも拘わら
　ずこのストライキは，次の点で重要である。まず1910年を境に，19世紀の温情主義
　的，家族主義的労使関係が一掃され，労使交渉の対等な関係が認識された結果経営老
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が今後の労働者の管理は，“権威’’によるのではなく“合理化”の方向に沿ってな
されるべきことを理解したことである。　また，全国鉄道労働組合（Syndicat
Nationa1desCheminots）が，1898年のストライキの失敗以来Gu6rardの指導の
もとで改良主義へと方向転換している時に，下部労働者の自発的参加こより，暴カ
行為（放火，電繰切断等）まで伴なって発生したこのストライキは，“Syndicalisme
r6マ01utiOmaire”の影響カを組合関係老に再認識させたのである。　ストライキ参
加老の要求は，賃金，労働条件，退職制度の3点に及んだが，付表2に示されるよう
に，第2部局でのストライキ参加著が多いことから明らかに，「集約経営制度」に
よる新労働規律を北部会杜の労働者が嫌悪していたことが理解出来飢
付表2　都局別ストライキ参加者
担　　当 ■部局 ■従業員数 ■スト参加者，参加率％
経　　　営 1 20，ユ90 4，902 24．3
車輸整備工場 2 9，389 7，966 84．8
機　関　率 2 6，956 5，246 75．4
保　　　線 3 8，900 1，403 15．7
合　計j ！・臥…119517142．9
　　　〔出典〕　F．Caron，La　grさve　des　cheminots　de1910，Hommage主Emest
　　　　　　Labrousse，Co仰わκoま〃κ2660〃o〃〃σ〃θ，∫ま7眺cま〃r膚8so6α125．1974，P．208．
　　なお，　F．Caron，Essai　d’analyse　historique　d’une　psycho1ogie　du　travai1，
　五ε〃b刎舳刎まSoぬ1，N・5．1965をも参照。
⑫NordおよびPas－de－Calais両県の石炭販売についてば，両地域の石炭会杜によ
　り販売カルテル（entente　de　vente）が締結されていた。このカルテルは，1901年
　以来外国炭との競争を基準として，全国を3つの販売地域に分類していたのであ
　る。“内部市場”（march6int6rieur）は，両県および隣接する，Oise，Seine，Sei口e・
　et－0ise，Seine・et・Marneを含み外国炭との競争が殆んどない地域である。“拡張市
　場”（march6d’expansion）は，Eure，Eure－et－Loire，Le　Loiret，Yome，Aube，
　C6te－d’0r，Meurthe・et・Mosel1e，1es▽oges等までを含み，ここは，ベルギー，イ
　ギリス，ドイツ産の石炭の輸入がかなりみられる地域であ飢そLて，残りの地域
　が“移出市場”（march6d’exportatiOn）　と規定されていた。両県の採炭量のうち，
　約3／4が内部市場に，1／5が拡張市場に，そLて1／里oが移出市場へ販売されていたので
　ある。MarcelGi11et，エ256加功㎝伽gω伽刎〃幽1”ハ〃〃ωα〃X1Xεs売o12，
　Paris，1973，pp．241＿248一
（均Neymarckは，1899年に”力0”漉伽〃α肋2を出版し，鉄道会杜の株式所有
　の分散化により，この金融独裁制という用語は意味をなさなくなり，株式所有の細
　分化（poussiさre　de　titres）が進行Lていると述べている。彼は，1883年に30万以
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　上の家族によって所有されていた6大私鉄の株式が，今や70万以上の家族，即ち
　200万人を越える小金利生活者によって分散所有されていると主張している。F．
　Laur，必ξ〃，pp．121＿124．
⑭　この株主所有の分散化により，金融民主制が到来したとするNeymar亡kの理論
　に対しては，反論がなされている。20世紀初頭の金融寡頭制（01igarchie丘nanciさre）
　をめく“るTestisとの論争によって知られるLysisは，鉄道会杜においては，多く
　の場合代表権を持たない杜債資本の比率が株式資本の比率より高いこと，また株主
　総会への参加は，例えば北部会杜の場合には，40株以上の所有が必要とされること
　から，株式所有の分散化は決して経営への民主的参カロの道を開くものではないと反
　論している。Lysis，Po〃物脇功伽α伽2∂’ωα〃f－8”〃〃，Paris，1920，pp・320－323一
y　国有化への道，1914－1937
　1914年8月3日，軍事省第4局は，フランス国家の全鉄道をその支配下にお
さめ，鉄道会杜側は第1次大戦中国家に協力するため，通常輸送を停止し，補
給輸送（les　transports　de　ravitai11ement）を開始したのである。ω特に北部
地方の路線は，フラソス，イギリス，ベルギー各国の軍関係の補給輸送が集中
し，戦争の影響を最も強く受けている。＝2〕この第1次大戦は北部会杜の労使関
係と財務状態に次のようた影響を与えている。労使関係については，戦争中の動
員により減少した幹部杜員を養成するため，1926年にDmkerqueに鉄道教習
学校（Ecole　des　chemins　de　fer）が設立され，組織的に人材の養成を開始し
た。また政府は，戦争中に鉄道労働組合に協力を求めた代償として，1917年の
両老の協議によって，戦争終結後の労働老の経営参加と生活費の高騰（1a∀ie
chさre）に関する対策とを約束しており，1918年以来両者は日常業務の処理の
ため定期的に連絡会議を持つようになったのである。これは，1946年の3部制
管理制度の萌芽となるものである。大戦中財務状態が悪化Lたのは，取締役
Albert　Sa廿iauxによれぼ，賃金と原材料の価格上昇により，原価すなわち輸送
コストが上昇したことがその主因であった。例えぼ，北部会杜は1915年に連合
軍と軍需品輸送契約を締結しているが，この契約時の運賃はtome－ki1omさtre
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当り6．25サソチームだったのが，戦争中のインフレーショソにより輸送原価
が6．6サソチームに騰貴していたので，輸送量が増加すればする程赤字を累積
することとたり，1919年に2億1，800万フラソだった赤字は，1920年には5億
7，300万フラソにも達していたのである。
　1921年には，戦争中の国家との協力の経験をもとに，6大私鉄が経営的協力
と財務の連帯性を強化するため，1921年契約が締結される。また，既に第2表
で確認したように，1921年は，7ラソス鉄道史のなかでも大規模な投資がみら
れ，戦争により破壊された鉄道施設の再建が新技術の成果を吸収しながら実施
された年である。北部会杜も杜員の住宅事情を改善するため労働老都市（Cit6S－
ouvriers）をTergnierなど北部地方各地に造成したり，帽〕鉄道本線から駅構
内の荷積場までの側線（1igne　de　tirage）の建設やレールの上質化，電話利用
の拡大など，1870－80年代の投資にも匹敵する大型投資を行なったのである。
　192ユ年から29年にかげての北部会杜の経営をみると，1921年契約が個別企業
としての鉄道経営者の利潤動機を従来と全く異たったものとし，経営老は株式
に正当な配当をすること，共通基金の収支を適合させること以外の動機を持ち
えず，純益の過度の増加は共通基金に吸収されるので，北部会杜は各種の子会
杜に投資を行ない自杜を中心とした企業グループの形成を開始している。㈲
1921年に，1億5，500万フラソであった赤字は，1925年に1，300万フラソヘと
減少し，1926年には1億4，100万フランの黒字に転じたのち，1929年には，
7，440万フラソの黒字を記録するが，1930年以降ふたたび赤字に転落したのであ
る。輸送旅客数は1925年まで急速な上昇を示し，ユ930年にはピークに達するが，
1931年以降急速な下落傾向を示している。また貨物輸送についても，1924年まで
は戦後経済再建のため急速な輸送量の増加がみられ，ユ925年から27年にかけて
もその傾向は緩慢に持続し，1930年にピークに達した後，一5］急速な下落を記録
するのである。これは，既に戦前に発生していた自動車輸送との競争が激化し，
旅客，貨物輸送ともに自動車が鉄道の強力な競争相手とLて登場してきたから
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第8表レール価格指数の動向
　　　　　1921－1929
年次 レール価格 年次 レール価格
1919 409 1925 304
1920 635 1926 488
1921 318 1927 479
1922 294 1928 487
1923 394 1929 487
1924 314
（注）　1901－1910年の価格を100とす
　　る直
〔出典〕　F．Caron，α。伽肋”4p，
　　495より作成。
である。㈹1921年から1929年までの北部
会杜の支出の年平均増加額は，約1億
2，490万フラソであり，その30％が鉄道
資材および燃料などの原材料購入費に，
また70％が人件費に充てられていた。両
老の価格動向を知るためまず鉄道資材に
関しては，その代表例としてレール価格
に就いて第8表にもとづき考察してみよ
う。ωこの表によると，鉄道会杜の主導に
より自由競争市場を保持し，鉄道資材の
値下げを計る従来のパターンが完全に逆転し，鉄鋼会杜側がカルテルの形成に
より北部会杜へ高価格でレrルを供給しているのがわかる。1919年から22年ま
では，アウトサイダーの存在する鉄道資材会杜側のカルテルが形成された時期
であり，1922年から26年にかけてカルテルは消失し，レール価格の値下げがみら
れるが，1927年以降完全に市場は組織化されレール価格の高水準が続くのであ
る。㈱　この1927年以降，鉄道会杜側は鉄道資材製作業者協会（La　Chambre
Syndica1e　des　Constructeurs）に対L鉄道資材の将来5ヵ年にわたる購入計画
を提出し，協会側は会員業老間でこの注文を配分することにより，生産の組織化
と計画化を実施している。一副次に賃金の動きに目を転ずると小売物価指数と賃
金指数の動きは，1927年以降大きな乖離が生じ，小売物価指数に比較して，賃
金指数が急上昇しているが，これは杜会立法により鉄遣労働老への諸支給一退
職金，住宅手当など一の公務員に準ずる支払が義務づげられたからである。以
上1921年から29年にかげて，北部会杜の経営が民間の商工業経営体としての存
立の隈界に達している状態を考察してきたが，この経営悪化の原因として次の
3点をあげることができよう。まず第1に考えられるのは，公共的性格を強め
た鉄道経営に対し国家の介入度が強まり，運賃値上げが容易に許可されなくな
　566
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第9表工930r37年の北部会杜経営
1930 1931 1932 1933 1934 1935 1936 1937
営業費 2，0922，0491，9321，837I，614．2I，545．81，5662，232．5資本コスト 493 525 513 572 571 881．3 942 959．7
配当金 20 20 20 20 20 18 18 ユ8保険料 27 20 7 4 α8 O 0 0
合　　計 2，6322，6142，4722，4332，2062，445．12，5263，210．2
収　　益 2，5692，3251，9281，8241，7081，556 1，5932，011．2
実質不足額 63 289 544 609 498 889．ヱ 9331，199
国家補助金 124 151 205 287－4 334 321．9
名目不足額 420 458 293 601．7 599 877．1
蚊支係数（％） 81．3 88．1 99 100 94．299．3 101 118．9
　　（注）　単位は100万フラソ。
　　〔出典〕F．Caron，C加肋肋〃，P，511より作成。
ったのに反し，国家が鉄道労働老の賃金の値上げを要請したことである。また，
1921年法が経営者から利潤動機を奪ったことも重要な要素であり，最後に当
時の多くの技術老が考えたように鉄道産業を襲った慢性的不況（1ama1adie
chrOnique）の影響も無視出来ないものであった。以上の要因の相互作用が北部
会杜の経営を悪化させている時，1929年の大恐慌と新交通手段たる自動車輸送
とが出現し，1930年以降の会社経営に最後の止めを刺すようになったのである。
　北部会杜は，1884年，1888年，1901年，1905年たど既に数回におよぶ輸送量
の減少を経験してきていたが，1929年恐慌によって惹起された1935年の輸送量
の滅少は，会杜史上最大の深刻さを持つものであった。第9表によって，1930
年から1937年に至るまでの当杜の経営状態をみると，収益の傾向的低下，営業
費の節約，資本コストの急速た増加および収支係数の悪化という4つの傾向に
気づく。㈹まず収益の落ち込みは，輸送量の減少に起因するもので，それは29年
の大恐慌が国内の流通活動を停滞させたのと同時に自動率輸送との競争が生じ
たからである。自動車輸送は鉄遣輸送が持っていなかった長所，即ち，配達先
までの輸送，滞貨および積荷時間の短縮，法的規制が確立Lていたかったこと
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などの利点を生かして，旅客および貨物輸送量を増大してきたのである。担o次
に営業費の節約は，1930年から36年間に26劣減少したのみで，1932年，33年，
35年の営業費は収益と殆んど同値である。だが，1934年と35年に営業費が縮小
しているのは，賃金及び年金の切り下げの結果である。全体としてみると，営
業費の節約が急速に行ないえないのは・コストの硬直偉という鉄遣産業の性質
に由来するものである。次に投資の動向についてみると，北部会杜は1932年以
降の投資政策により，その投資を安全性確保のための投資，杜会的性格を持つ投
資，営業費の節減をもたらす投資にのみ隈定し，極力節約を計るが，年平均投
資額は，；1億7，460万7ランとなりその節約も隈界に達していた。更に・資本
コストが1935年以降急増するのは一借入金の利子率が上昇したからであり，
1935年に7，65％であった利子率ぽ，1936年には8．66％にまで騰貴し，経営の赤
字を借入金で埋め合わせることが不可能となるのである。最後に収支係数の動
きをみると，1930年に81．3％であった係数は，1933年には100劣，すなわち収
支が均衡し，1937年には118．9劣にまで悪化したので，経営を存続すれぼする
程赤字の累積がみられるという悲惨な状態に陥るのである。
　北部会杜は，このように悪化した経営を改善するため，経営組織委員会（La
，Commission　d’0rganisatiOn）を創設し，この委員会は，会杜内部の旧来の経
営機構を検討して次の4点に及ぶ改革を提案するのである。まず，第1には，
節約を徹底させるため各部局及び各経営単位別の統計情報の整理や，自動車輸
送とのコストを比較する必要から原価計算手法作成の努力など会計及び統計上
の手段の改革である。次に，労働力と労働時間を最も効率的に利用するため，
流れ作業方式（tエavai1きla　cha至ne）やティラー・システム（taylorisme）が
実験的ではあるが採用される。更に，各作業単位，駅，修理工場等での合理化
の追求や，3部局共通の印刷物の発行，指令書の定式化などの事務制度の合理
化が実施されたのである。ω
　1931年11月12日，Jules　Mochは議会の公共事業委員会（La　Com㎜1ssm
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des　Travaux　Publics　de　la　Chambre）に全国を統合する単一の国有鉄道を
形成するため既に与えられた経営認可の取消＝買戻しを意図した法案を提出す
るが，この法案は会杜側の反対により成立することがなかった。このJu1es
Mochの提案を拒否した会杜側は，鉄道経営の危機の原因は，人件費の高騰，
1921年協定の影響などの他，自動車輸送が法的規制を受けていない点を特に重
視し，自動車輸送業老への課税など法的規制の強化を要求するので，ここに交
通調整の間題が発生したのである。㈲北部会杜は，自杜が影響力を持つ北部地
方を15地区にわげ，各地区内の交通間題を研究したのち，1934年6月29日，北
部地域内の輸送業者の80％の参加をえて，交通調整協定を契約したのである。
この協定により自動車輸送業老側は，登録認可制などにより取締りが強化され，
北部鉄道側は2級路線の閉鎖に同意するのである。1934年2月21目，パリーオ
ルレアソ鉄道と南都鉄道が合併し，35年1月1日から鉄道営業局（O冊ce
Commerciale）が創設され，資材共同購入制度，各杜間の技術協力制度および
燃料共同購入制度などが実施されるが，私鉄各杜は依然として国有化による完
全な統合には反対していたのである。レオソ・ブルム内閣は，1936年12月31日
法により鉄遣産業を，公益事業として改革するという原則を示し，1937年8月
31日法により既に国有化されていた鉄道，北部会杜などの私鉄，パリ環状線を
含む諸会杜を一挙に国有化し，ここに「フラソス国有鉄道」（SOci6t6Nationa1e
des　Che㎜ins　de　fer　Frangais）が成立した。この7ラソス国有鉄道は，国家
がその株式の51％を所有し，残りの株式を私鉄会杜側が取得した公私混合会杜
であり，旧私鉄会杜の所有する株式は徐々に償却され，1982年12月31日には全
資本が国有化される事になっている。〔蜘フラソス国内の鉄遺経営を断念Lた北
都会杜は，ベルギー路線の経営を1940年まで継続しており，更に国有化の補償
金をもとに有価証券の購入を開始し，1938年には，その総額は1億8，000万フ
ラソにも達している。㈲1845年以来約1世紀に亘る国内鉄道経営をおえた北部
会杜は，特株会杜として再生し，ロッチルド・グループの中核企業として現在
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もフランス経済の一翼を担っている。㈹
注（ユ）　Georges　Renard，泌”幼舳㎝∫do郷6oo〃α肋勿”ω伽1αg脇榊彦〃物”θ醐71”
　　1一”α吻c2，Paris，1917，p．21．
　（2）　G．O1phe－Gal1iard，Hゐ勿ク〃老ω〃o〃勿脇功力挽α勉α壱〃幽肋G〃〃〃，Paris，1925．
　　P．56。
　（3）　フラソスにおける労働者都市の発祥地はM汕houseである。1853年当市の主要な
　　資本家によって，ミュールーズ労働老都市協会（SOci6t6des　citさs　ouwiさres　de
　　Mulhouse）が創立された。この留会は，庭園付き1戸建住宅を最も安価に建設し，
　　労働者と職エヘ販売することを目的とした。支払方法は，頭金払込後は月給からの
　　天引きで，15年以内に全支払を完了するように規定されていた。この協会は，工877年
　　には950戸の労働老住宅を販売している。このような住宅を所右することにより，労
　　働老は節約と秩序と安定とを好むようになったといわれている。なお，この労働者
　　都市に対しては，労働老のみを1ヵ所に集住させ，企業に釘づけにすることにより
　　新隷従制（nOuveau　servage）を育成するものだとの批判もみられた（P．Cauwさs，
　　倣”，pp．96－100）。北部会杜の労働老都市は，フラソスにおけるこの労働者都市の
　　伝統を継承したものではあるが，400－500m2の菜園付きのこの住宅は，「労働老都
　　市を陰惨にする幾何学的なフォルム」を避げて建設されたのである。正CarOn，σε
　　∂〃ハbκビ，P．449．
　（4）北部会杜の系列会杜は，地方鉄道会杜のみならず・冷蔵車輸送・石油販売・石炭
　　販売，運河輸送，自動率輸送会杜など多方面に及んだ。F．Caron，倣ムp．455．
　（5）この戦間期は，フランス経済の戦後復興が単に急速に進展しただけでなく・フラ
　　ソス経済が開花（6panouissement　de1’6commie　frangaise）した時期でもある。
　　工929年のフラソス銑鉄生産（10，362，OOOトソ）および，鋼鉄生産（9，716，000トソ）
　　は，アメリカ，ドイツに次ぐ世界第3の地位にあり，発電量は，1923年の77億キロ
　　ワヅト蒔から143．5億キロワット時へと倍増している。また，1904年まで世界第1
　　位だった自動車生産は，アメリカに首位を奪われたとはいえ，依然としてヨーロッ
　　パ1の地位を占めており，アルミニウム産業もドイツと措抗する生産量を誇ってい
　　たのである。ロレーヌ地方の帰属により，重工業の急速な発展がみられたこの時期
　　には，企業集中の動きも活発となり、化挙，電機工業においては，　ドイツのコソ
　　ツェルソに類似する“企業の集団化”（groupe㎜ent　de　s㏄i6t6s）さえ目撃された
　　のである。Louis　Pommery，λμη〃〆〃sまo伽彦ω伽刎｛％θω〃肋力o刎伽2，tome
　　I，Paris，1952，pp．126＿12λ
　（6〕19世紀末から20世紀初頭に創立されたフラソス自動車企業は，1929年には90杜を
　　数えたが，1935年には合併により28杜に統合され，シトロエソ，ルノー，プジョー
　　の上位3杜による寡占体制（シェア75％一1936年）を確立している。また，国内の
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　自動車所有台数は，1920年の20万台から，1935年の200万台へと急増している。D．
　Lazard，4肋〃，Paris，1937，p。工10。
（7）　F二Caro口，必圭五，p．495．
（8）1920年に，フラソス鉄鋼販売組合（Le　Comptoir　Sid6rurgique　de　France）が
　はじめて全国組識とLて形成され，価格のコントロールを開始するが，1921年以降
　この販売組合の役割は有名無実となったので，工926年12月7目にこの組織の再編強
　化がなされる。再建されたこの販売組合は，レールなど4つのセクショソを含むだ
　けであったが，その主要な目的は生産の制限ではなく，販売量の成員間への分配にあ
　り1928年，29年，30年には，価格の安定化にも成功している。だが，29年の夫恐慌に
　より組織は崩壌し，1931年にはアウトサイダーが続出して値下げ競争が行底われた
　繕果，1932年1月22日以降，当業界においては，再びカルテルが強化されていくの
　である。Andr6piettre，エ・肋o肋5o勉伽s肋チ醐娩4〃刎肋〃ω醐F刎伽3幽幽ゐ
　1αc〆s2，Paris，1936，pp．19＿22．
（9〕19世紀中期以降，「買手独占」が先行するかたちで出発した鉄道資材市場は，独
　占形成期に入ってから，「売手独占」が登場することにより従来の需給穣造の力関
　係を逆転させたが，犬恐慌（特に1932年）以降の「双方独占」の成立により自由主
　義経済の内部において，部分的に“計画経済”を実現させつつあったといえよう。
　ところで，鉄鋼製品の販売組合（c0㎜ptOir　devente）は，一般的には次のような役
　割を演じている。（1）販売組合は，直接買主側と交渉し注文を成員剛こ配分する。但し，
　高級品や各企業の専売品は例外とする。（2）注文は一定の比率に従って成員に配分さ
　れるが，原貝凹として地理的にみて買主に近接する企業へ割当てられる。（3）注文の配
　分比率に関する成員間の係争を伸裁するため常任裁定官（cO11さ9uearbitralperma－
　nent）が任命される竈（4）各企業の実際の生産量を知るため裁定官には一定の強制権
　が与えられていたのである。Ga6tanPirou，丁畑脆〆6ω〃o刎ゐ力o〃勿刎，tomeI，
　Paris，1940，pp．259r261一
（1◎　F．Caron，必｛κ，P－511一
⑭　既にCOlsonは，激化する自動車輸送との競争に対抗するため，鉄道産業は次の3
　点に及ぶ対応策を採用すべきだと醤告していた。まず第1には，鉄遣運賃の全体的
　値下げであり，特に自動車輸送が進出してきている近距離輸送に不禾肱鉄道運賃体
　系を改定することであ飢更に，彼は鉄道輸送と自動率輸送とを有機的に結合する
　こと，底らびに鉄道輸送の迅速化が対応策として重要であると主張している。C－
　Colso口，必圭ユ，pp．360r361．
⑫　これら事務合理化運動の開始期については，J．Izart，〃ε肋0肋s6ω〃0吻勿”2s
　♂o惚肋ケ醐肋閉伽伽12s秘血榊∫，Paris，1918参照。なお，テイラー・システムの適
　用については，次の文献を参照。COmmandant　Hourst，〃Tめ1o砥肋㎝助80〃
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　α妙肱α肋“伽ω弼脇o閑〃㈱肋伽5幽8功伽9鮒〃，P趾is，1917一
⑱　鉄道と道路輸送業老との交通調整は，1934年4月19目法により実現され，その目
　的は関係全輸送業考間の県および地域単位での交通調整を実施することであった。
　この調整は，県交通専門委員会（cOmit6technique　d6partementa1）と公共土木事
　業省に付属する調整委員会（COmit6de　COOrdinatiOn）によってなされている。雨
　組織のメンバーは，大鉄道会杜，地方鉄道会杜，道路輸送業者，自動車輸送業者一旅客
　および貨物一，の各代表合計5名で構成された職業団体であったが，1936年12月4
　日法により，公共土木事業省など官庁代表老が参加するようになっている。調整の
　内容は，現存の交通量を異なった交通手段聞に合理的に配分し，自動車輸送に対し
　ては，公益事業としての法的規制を加えたことである。これにより，近距離輸送は
　自動車，長距離輸送は鉄道という原則が確立し，自動車輸送業はその設立に公共土
　木事業省の認可が必要となり，運賃や時刻表，従業員の待遇等についても政府の監
　督を受けるようになった。これに違反した場合には，罰金，保証金の没蚊，自動率の
　差押えなどが罰貝阯として準備されていたのである。D－Lazard，必泓，pp．127＿140一
⑭　G．Drouot，1）2刎刎〃ψ〆5θs力必1勿〃召s∂ω伽ま1刎π〃2”ダ　五5作ハ棚刎32ま
　5㌧1V．（二1一，Paris，1973，pp．160＿164．
⑮　北部会社の所有する有価証券は，国有化を免れた地方小鉄道，RoyalDutchなど
　の私企業，Cr6ditNationa1などの金融機関および自動車輸送会杜株等であった。
　F．Caron，必5五，p．556．
⑯　第2次大戦後，特に1969－72年にかけて，北部会杜がLe　Nike1杜などに資本参加
　したり，中小企業への融資を目的とLた投資会杜，“SOCADEX”などを次々と創
　立していく過程については，Frangois　Morin，〃∫ま例c肋〃伽α㈱疹κ肋ωク肋一
　眺刎召∫〃〃9桃，Paris，1974，PP．166－170参照。
む　す　　び
　以上我々は，北部会杜の事例を中心にフランス鉄道企業の約1世紀に亘る経
営史を考察してきた。この考察の過程から，1845年に成立した北部鉄道会杜が，
既存の輸送手段である運河輸送と競争するため値下げ競争を実施した結果，
1870年代には輸送市場での独占的地位を築き始めることが明らかとなった。だ
が鉄道輸送の独占的地位は，1930年代以降の自動車輸送の本格的登場により崩
壊し，経営的悪化を阻止出来なくなった北部会杜は遂に1937年国有化されたの
である。鉄道資材価格の動向に着目することにより，資材市場での需給関係の
5？2
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変化を通じて，その背後の生産構造を解明しようとした我々は，会杜創立以来
不断の値下げを記録していた資材価格が，1897年以降上昇を開始したことを明
らかにしたのである。我々は，この価格動向逆転の背後に，鉄道資材業者側が
この時期に各種カルテルの形成を開始したという事実を指摘することが出来
る。この20世紀初頭のフラソス産業界では，テイラー・システムの導入等にみ
られるように一種の“合理化運動”が開始されており，北部会杜の場合には，
A．Sartiauxのもとで展開された「集約経営制度」が注目されたのである。こ
の“合理化運動”に対する労働者の反発は，1900－1910年代の労働運動の高揚
となって顕われ，北部会杜においても1910年を境として，19世紀以来の伝統的
労使関係の原則を大きく転換させることとなったのである。本稿において我々
は，19世紀末から20世紀初頭のフランス資本主義の構造的変貌の個別企業レベ
ルにおげる発現形態を分析してきたのであるが，フランス経済における寡占体
制の成立過程とその実態自身が今後の重要な研究対象とたろう。
〔付記〕本稿は、早大産業経営研究所研究プ回ジェクトーr西欧産業経営発達史研
究」（代表者，高橋幸八郎客員教授）一における研究成果の1部であり，昭和51年
2月に開催された経営史学会関東都会での研究報告をもとに作成されたものである。
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